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は じ め に 

 

 

 

近年、少子高齢化、不安定な経済状況、環境問題の広がりなど、私たちの町を取り巻く

社会情勢は急速に変化しています。そのような変化に対応し、活力ある豊かな地域づくり

を目指していくには、性別に関わりなく、自由な意思で自らの生き方を選択し、個性を輝

かせ、持てる力を存分に発揮できる社会、すなわち「男女共同参画社会」を実現すること

が強く求められています。 

とりわけ、若い子育て世代が住民の多くを占める粕屋町にとっては、この男女共同参画

社会の実現は緊急かつ重要な課題であり、町としても「第 4 次粕屋町総合計画」に基づき

町民の意識の醸成や、諸施策の充実を図ってまいりました。 

しかしながら、平成 26 年 8 月に実施しました「粕屋町男女共同参画に関する意識調査」

では、「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役割分担意識や慣習がまだまだ根強く残

っていることなどが明らかとなりました。また、女性に対する暴力の防止など、男女共同

参画社会の実現に向けて解決しなければならない課題が多く残されているのが現状です。 

こうした現状と課題を踏まえ、このたび「女性も男性も共にいきいきと活躍し、誰もが

輝く活力ある粕屋町を構築する」を基本理念とする「粕屋町男女共同参画計画」を策定い

たしました。本計画は今後、町と町民の皆様とが協働して取り組むべき男女共同参画社会

の実現に向けての基本方針や具体的な諸施策を示しています。町民の皆様の一層のご理解

とご協力をよろしくお願い申し上げます。 

最後に、本計画の策定にあたり、熱心にご討議、ご提言をいただきました粕屋町男女共

同参画計画策定委員の皆さま、意識調査等で貴重なご意見をお寄せいただいた皆さま、ご

協力をいただきました全ての方々に心より感謝を申し上げます。 

 

  平成 27 年 3 月 

  

粕屋町長  因  清 範  
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第１章 計画策定の趣旨と背景 

 

１．計画策定の趣旨 

男女共同参画社会とは、男女が個人として尊重され、性別に関わりなく自己の能力を自らの意思に基

づいて発揮でき、あらゆる分野に対等な立場で参画し、ともに責任を負う社会です。  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が国際社会の動きとも連動しながら着実に進められてきました。また、1999 年（平成 11年）

に「男女共同参画社会基本法」が施行され、男女共同参画社会を実現するための基本理念と国、国民、

地方公共団体の責務が明らかにされました。加えて、近年においては、「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する法律」（ＤＶ防止法）の施行や「仕事と生活の調和推進のための行動指針」の策

定など、多様な課題に対する新たな取組が求められている状況も発生してきております。 

粕屋町では、「第 4 次粕屋町総合計画」に基づき、男女共同参画に関わる諸施策を、活力あるまちづ

くりと一体的に推進しているところです。しかし、意識調査によればいまだに固定的な性別役割分担意

識＊やそれに基づく社会慣行などが根強く残っており、男女共同参画社会の実現に向けて多くの課題が

残されております。 

男女共同参画社会の形成を進めるための施策は、教育・啓発、保健福祉、子育て支援、労働、企業活

動など、広範囲において多岐にわたっています。そこで、男女共同参画に関する様々な施策の体系化と

総合的・計画的な事業の推進を図り、男女共同参画社会の実現に向けた取組を一層充実させていくため

に「粕屋町男女共同参画計画」を策定するものです。 

 

２．計画の背景 

（１）国際的な取組 

国連は 1975 年（昭和 50年）を「国際婦人年」と提唱し、各国が取るべき措置のガイドラインとな

る「世界行動計画」を採択、1976 年（昭和 51 年）から 1986 年（昭和 60 年）までの 10 年間を「国連

婦人の 10年」と宣言して、様々な女性の人権擁護と男女平等の実現に向けた取組を展開しています。 

その後、国連では 1995 年（平成７年）に北京で開催された「第４回世界女性会議」において、「女

性の権利は人権である」とうたわれた「北京宣言」及び 1996 年（平成８年）までに各国が行動計画

を策定するよう求めた「行動綱領」が採択されています。 

さらに、2000 年（平成 12 年）に開催された国連本部（ニューヨーク）における国連特別総会では

「政治宣言」と「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」（成果文書）が

採択され、2005 年（平成 17 年）には、ニューヨークで「北京＋10」（第 49回国連婦人の地位委員会）

が国連特別総会として開催されています。また、最近では 2011 年（平成 23 年）に、「ジェンダー＊平

等と女性のエンパワーメント＊のための国連機関（ＵＮ Ｗｏｍｅｎ）」が発足するなど、一層の取組

が進められています。 

 

＊固定的な性別役割分担意識 

「男だから、女だから」という性別を根拠に役割を固定的に分けること。（詳細内容は 73 ページ） 

＊ジェンダー 

生まれついての生物学的性別（セックス／sex）に対して、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」のこと。（詳細内容は 74

ページ） 

＊エンパワーメント 

文化的、社会的、政治的、経済的状況によって、本来もっている能力や個性が発揮されずにいる人に対し、周囲の環境を整えて力を引

き出せるようにすること。（詳細内容は 73 ページ） 
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（２）国内の動き   

これを受けて日本国内では、1975 年（昭和 50 年）に「婦人問題企画推進本部」が設置され、1977 年

（昭和 52年）には「国内行動計画」が策定されました。1985 年（昭和 60年）に「女子差別撤廃条約」

が批准されたことを受けて、労働省により「男女雇用機会均等法」(1985 年：昭和 60 年)、「育児休業法」

（1991 年：平成 3年）が成立し、1996 年（平成 8年）には「男女共同参画 2000 年プラン」、1999 年（平

成 11 年）には「男女共同参画社会基本法」など男女共同参画に関する法律や計画が、施策の実現に向

けて整備されました。 

2000 年（平成 12 年）には、男女共同参画社会基本法に基づく初めての行動計画である「男女共同参

画基本計画」が策定され、2001 年（平成 13 年）には「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（ＤＶ＊防止法）」が制定されました。さらに、2003 年（平成 15年）には「次世代育成支援対

策推進法」も成立し、女性の権利擁護や子育て支援に対する法整備が行われました。 

2005 年（平成 17年）12月には「男女共同参画基本計画」が改定され、2007 年（平成 19 年）には「女

性の再チャレンジ支援事業」が開始され、同年、男女ともに家庭と職業の責任を担うことを可能にする

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス＊）憲章」の制定や、「少子化と男女共同参画に関する

提言」が出されました。 

2010 年（平成 22 年）12 月には、「第３次男女共同参画基本計画」が策定され、これまでの取組に対

する反省とともに、喫緊に取り組むべき課題として「分野や実施主体の特性等に応じた実効性のあるポ

ジティブ・アクション（積極的改善措置）＊の推進」、「より多様な生き方を可能にする社会システムの

実現」、「雇用・セーフティネット＊の構築」、「推進体制の強化」が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者（パートナー）や恋人など親密な関係にある又は過去に親密な関係にあった者からの身体的、心理的、性的暴力。（詳細内容は 74

ページ） 

＊ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活の調和。（詳細内容は 76 ページ） 

＊ポジティブ・アクション（積極的差別是正措置） 

男女労働者の間に生じている差を解消しようと、国、地方公共団体、企業、大学、研究機関など社会のあらゆる分野で行う自主的かつ

積極的な取組。（詳細内容は 75 ページ） 

＊セーフティネット 

安全網と訳され、様々な出来事や事柄に備え用意された制度などをいう。（詳細内容は 74 ページ） 
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（３）福岡県の動き 

福岡県では、国の施策に従い男女共同参画への取組が実施されてきました。1978 年（昭和 53年）に、

「福岡県婦人関係行政推進会議」と「福岡県婦人問題懇話会」、1979 年（昭和 54 年）に「婦人対策室」

が設置されました。 

1980 年（昭和 55年）には「婦人問題解決のための福岡県行動計画」、1986 年（昭和 61年）には「第

2次福岡県行動計画」が策定されました。1996 年（平成 8年）には「第 3次福岡県行動計画」が策定さ

れるとともに、「福岡県女性総合センター あすばる」（現：福岡県男女共同参画センター あすばる）

が開館し、県内の男女共同参画に関する拠点づくりがなされました。 

2000 年（平成 12 年）には、条例及び計画についての検討、提言を行うための機関として「福岡県男

女共同参画社会づくり検討委員会」が設置され、2001 年（平成 13 年）に「福岡県男女共同参画推進条

例」が制定されました。その後、2002 年（平成 14 年）に「福岡県男女共同参画計画」、2005 年（平成

17 年）に「福岡県次世代育成支援行動計画」(2010 年（平成 22 年）改定)、2006 年（平成 18年）に「第

2次福岡県男女共同参画計画」と「福岡県配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」

など女性の権利擁護や子育て支援に対する様々な実施計画の策定が行われました。 

2011 年（平成 23 年）には、「第 3次福岡県男女共同参画計画」、「第 2次福岡県配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する基本計画」が策定されています。 
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国際婦人年以降の国内外の主な動き 

年 世  界 日  本 福 岡 県 

1975 年 

（昭 50） 

国際婦人年 

6 月「国際婦人年世界会議」開催 

（メキシコシティ） 

（世界行動計画採択） 

9 月 総理府に 

「婦人問題企画推進本部」設置 

「婦人問題企画推進会議」設置 

「婦人問題担当室」設置 

 

1976 年 

（昭 51） 

国

連

婦

人

の

十

年 

   

1977 年 

（昭 52） 

 1 月「国内行動計画」策定 

10 月「国内行動計画前期重点目標」発表 

 

1978 年 

（昭 53） 

  6 月「婦人関係行政推進会議」設置 

「福岡県婦人問題懇話会」設置 

1979 年 

（昭 54） 

12 月 第 34 回国連総会 

  「女子差別撤廃条約」採択 

 6 月「婦人対策室」設置 

1980 年 

（昭 55） 

7 月 国連婦人の 10 年中間年世界 

会議開催〔コペンハーゲン〕 

（女子差別撤廃条約署名式） 

7 月 女子差別撤廃条約署名 9 月 婦人問題懇話会「婦人の地位向上に 

関する提言」提出 

11 月「福岡県行動計画」策定 

1981 年 

（昭 56） 

9 月 女子差別撤廃条約発効 5 月「国内行動計画後期重点目標」発表  

1982 年 

（昭 57） 

 女子差別撤廃条約批准に向けて国籍法等国

内法制整備準備 

5 月「福岡県行動計画」改訂 

11 月 婦人問題懇話会「福岡県行動計画の 

展開と課題」報告書提出 

1983 年 

（昭 58） 

2 月「国連婦人の 10 年」1985 年 

世界会議準備委員会 

  

1984 年 

（昭 59） 

 5 月 国籍法及び戸籍法の一部を改正 

する法律公布（S60.1.1 施行） 

 

1985 年 

（昭 60） 

7 月「国連婦人の 10 年」最終年 

世界会議開催〔ナイロビ〕 

（「西暦 2000 年に向けての婦人の地

位向上のための将来戦略」採択） 

5 月「男女雇用機会均等法」公布 

6 月「女子差別撤廃条約」批准 

7 月  同条約発効 

11 月 婦人問題懇話会「婦人の地位向上 

に関する提言」提出 

1986 年 

（昭 61） 

 4 月「男女雇用機会均等法」施行 4 月「婦人対策室」が「婦人対策課」へ 

組織改正第 2 次行動計画策定 

1987 年 

（昭 62） 

 5 月「新国内行動計画」策定 10 月 婦人問題懇話会「婦人の地位向上 

に関する提言」を提出 

1988 年 

（昭 63） 

 4 月「改正労働基準法」施行  

1989 年 

（平元） 

 4 月 学習指導要領の改訂 

   （高等学校家庭科の男女必修等） 

 

1990 年 

（平 2） 

5 月 国連経済社会理事会「ナイロビ将来 

戦略の実施に関する第 1 回見直しと 

評価に伴う勧告及び結論」採択 

  

1991 年 

（平 3） 

 5 月「新国内行動計画」（第 1 次改定） 

策定 

   「育児休業法」公布 

10 月 婦人問題懇話会提言提出 

11 月「婦人関係行政推進会議」から「女性 

行政推進会議」へ、「婦人問題懇話会」 

から「女性政策懇話会」へ、「婦人対 

策課」から「女性政策課」へ名称 

変更 

1992 年 

（平 4） 

 4 月「育児休業法」施行  

1993 年 

（平 5） 

   

1994 年 

（平 6） 

9 月 国際人口・開発会議（カイロ） 6 月 総理府政令一部改正により総理府 

に「男女共同参画室」と「男女共同 

参画審議会」設置 

 

1995 年 

（平 7） 

9 月 世界女性会議（北京） 6 月「育児休業法」改正（介護休業制度 

の法制化） 

10 月 女性政策懇話会提言提出「行動計画 

策定に向けて」 

1996 年 

（平 8） 

 7 月「男女共同参画ビジョン」答申 

12 月「男女共同参画 2000 年プラン」 

策定 

3 月 第 3 次「福岡県行動計画」策定 

11 月「福岡県女性総合センター」開館 
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年 世  界 日  本 福 岡 県 

1997 年 

（平 9） 

 6 月「男女雇用機会均等法」改正  

1998 年 

（平 10） 

   

1999 年 

（平 11） 

 4 月「改正男女雇用機会均等法」施行 

   「育児・介護休業法」全面施行 

6 月「男女共同参画社会基本法」公布、 

施行 

 

2000 年 

（平 12） 

6 月 国連特別総会「女性 2000 年会議」 

  （ニューヨーク） 

5 月「ストーカー行為等の規制等に関する 

法律」公布 

12 月「男女共同参画基本計画」策定 

9 月「福岡県男女共同参画社会づくり検討 

委員会」設置 

2001 年

（平 13） 

 1 月 内閣府に「男女共同参画会議」 

  「男女共同参画局」設置 

4 月「配偶者暴力防止法」公布・一部施行 

4 月「女性政策課」が「男女共同参画推進 

課」へ組織改正 

   「女性行政推進会議」が「男女共同参 

画行政推進会議」へ名称変更 

5 月「福岡県男女共同参画社会づくり検討 

委員会」提言 

10 月「福岡県男女共同参画推進条例」公布 

施行 

2002 年 

（平 14） 

 4 月「配偶者暴力防止法」全面施行 1 月「福岡県男女共同参画審議会」設置 

3 月「福岡県男女共同参画計画」策定 

2003 年 

（平 15） 

 7 月「次世代育成支援対策推進法」 

   公布・一部施行 

4 月「福岡県女性総合センター」が「福岡 

県男女共同参画センター」へ名称変更 

2004 年 

（平 16） 

 5 月「配偶者暴力防止法」改正（保護命令 

の拡充など） 

12 月「改正配偶者暴力防止法」施行 

   「育児・介護休業法」改正（休業制度 

の拡充） 

 

2005 年 

（平 17） 

2 月 北京＋10（第 49 回国連婦人の地位委 

員会）（ニューヨーク） 

4 月「次世代育成支援対策推進法」 

   全面施行 

   「改正育児・介護休業法」施行 

12 月「男女共同参画基本計画（第 2 次）」 

閣議決定 

12 月 福岡県男女共同参画審議会答申 

  「第 2 次福岡県男女共同参画計画につ 

いての考え方」 

2006 年 

（平 18） 

 6 月「男女雇用機会均等法」改正 3 月「第 2 次福岡県男女共同参画計画」 

策定 

   「福岡県配偶者からの暴力の防止及び 

被害者の保護に関する基本計画」策定 

2007 年 

（平 19） 

 4 月「改正男女雇用機会均等法」施行 

7 月「配偶者暴力防止法」改正（保護命令 

の拡充など） 

 

2008 年 

（平 20） 

 1 月「改正配偶者暴力防止法」施行  

2009 年 

（平 21） 

 7 月「育児・介護休業法」改正（短時間勤 

務制度導入の義務付けなど） 

8 月 女子差別撤廃委員会の最終見解公表 

 

2010 年 

（平 22） 

 6 月「改正育児・介護休業法」施行 

12 月「男女共同参画基本計画（第 3 次）」 

閣議決定 

11 月 福岡県男女共同参画審議会答申 

  「第 3 次福岡県男女共同参画計画の考 

え方について」 

  「第 2 次福岡県配偶者からの暴力の防 

止及び被害者の保護に関する基本計 

画の考え方について」 

2011 年 

（平 23） 

1 月 ジェンダー平等と女性のエンパワー 

メントのための国連機関 

（UN Women）発足 

 1 月「第 2 次福岡県配偶者からの暴力の防 

止及び被害者の保護に関する基本計 

画」策定 

2 月「第 3 次福岡県男女共同参画計画」 

策定 
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年 世  界 日  本 福 岡 県 

2012 年 

（平 24） 

 6 月「「女性の活躍促進による経済活性化」 

行動計画」策定 

 

2013 年 

（平 25） 

 2～ 若者・女性活躍推進フォーラム開催 

5 月「我が国の若者・女性の活躍推進のた

めの提言」提出 

7 月「配偶者からの暴力の防止及び被害者 

の保護等に関する法律」改正（平成 

26 年 1 月施行） 

 

2014 年 

（平 26） 

   

 

 

 

 



 

 

 

第２章 粕屋町の男女共同参画の現状 
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第２章 粕屋町の男女共同参画の現状 

 

１．人口等の基礎的な状況 

（１）人口の推移 

①粕屋町の人口の推移 

国勢調査による粕屋町の総人口は、平成 12 年は 34,811 人でしたが平成 17 年は 37,685 人、平成 22

年は 41,997 人と大きく増加しています。 

粕屋町総合計画による将来人口では、平成 27 年に 45,500 人、平成 31年には 48,100 人と今後も増加

が見込まれています。 

 

 

＜粕屋町の人口の推移＞ 

実績値 推計値

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

（単位：人） 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

総人口 34,811 37,685 41,997 45,500 46,200 46,800 47,500 48,100

０ ～ 14 歳 5,871 6,360 7,572 8,600 8,700 8,900 9,000 9,200

15 ～ 64 歳 24,777 26,283 28,007 29,300 29,600 29,800 30,100 30,300

65 歳 以 上 4,146 5,032 6,190 7,600 7,900 8,100 8,400 8,600

注）総人口は年齢不詳人口を含むため年齢別人口の合計とは一致しない。

資料）各年国勢調査、平成27～31年は粕屋町総合計画の将来人口より

11.9 13.4 14.7 16.7 17.1 17.3 17.7 17.9 

71.2 69.7 66.7 64.4 64.1 63.7 63.4 63.0 

16.9 16.9 
18.0 

18.9 18.8 19.0 18.9 19.1 

34,811 

37,685 
41,997 

45,500 46,200 
46,800 47,500 48,100 

20,000

30,000

40,000

50,000

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

０～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口

(人）
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②５歳階級人口ピラミッド 

平成 22 年における粕屋町の５歳階級別人口をみると、男女とも子育て世帯である 30歳台の人口が最

も多くなっています。また、平成 17年からの推移をみると、0歳～4歳の乳幼児の人口が大きく増加し

ており、この傾向は福岡県とは大きく異なっています。 

 

＜粕屋町の５歳階級人口ピラミッド＞ 

H22 H17 ＜男　性＞ 粕屋町 ＜女　性＞ H22 H17

20,678 18,721 21,319 18,964

178 136 85歳以上 475 374

338 197 80～84 477 392

475 419 75～79 671 548

741 540 70～74 848 732

947 820 65～69 1,040 874

1,309 1,004 60～64 1,358 1,057

1,195 1,404 55～59 1,250 1,362

1,099 1,209 50～54 1,048 1,222

1,196 1,084 45～49 1,139 1,027

1,550 1,219 40～44 1,407 1,114

2,261 1,589 35～39 2,146 1,392

2,012 2,195 30～34 2,048 2,073

1,548 1,618 25～29 1,711 1,685

918 1,098 20～24 1,050 1,163

913 904 15～19 849 864

1,024 942 10～14 952 840

1,220 1,023  ５～ 9 1,226 956

1,604 1,311  0～ 4 1,546 1,288

H22 H17 ＜男　性＞ 福岡県 ＜女　性＞ H22 H17

2,393,965 2,394,094 2,678,003 2,655,814

40,091 31,085 85歳以上 113,636 88,590

63,198 47,598 80～84 106,503 89,565

93,940 84,227 75～79 135,537 120,875

115,680 110,998 70～74 147,786 144,799

141,785 126,994 65～69 165,220 153,067

191,748 148,633 60～64 208,768 167,784

173,417 194,285 55～59 185,965 209,241

148,511 175,530 50～54 159,372 185,818

143,909 149,157 45～49 156,522 159,432

155,111 143,823 40～44 167,091 155,808

181,228 153,701 35～39 189,258 165,914

162,410 180,072 30～34 171,353 188,786

144,669 162,982 25～29 155,870 172,379

137,098 165,977 20～24 138,706 163,070

130,715 145,375 15～19 126,211 138,843

120,726 123,803 10～14 115,574 118,660

115,156 120,496  ５～ 9 109,796 115,061

113,985 114,326  0～ 4 108,887 108,849

注）計は年齢不詳を含む

05001,0001,5002,0002,500 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

【凡例 】 平成22年国勢調査 平成 17年国勢調査

050,000100,000150,000200,000250,000

年齢階級

年齢階級

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

(人) (人)

(人) (人)

 

 

＜福岡県の５歳階級人口ピラミッド＞ 

H22 H17 ＜男　性＞ 粕屋町 ＜女　性＞ H22 H17

20,678 18,721 21,319 18,964

178 136 85歳以上 475 374

338 197 80～84 477 392

475 419 75～79 671 548

741 540 70～74 848 732

947 820 65～69 1,040 874

1,309 1,004 60～64 1,358 1,057

1,195 1,404 55～59 1,250 1,362

1,099 1,209 50～54 1,048 1,222

1,196 1,084 45～49 1,139 1,027

1,550 1,219 40～44 1,407 1,114

2,261 1,589 35～39 2,146 1,392

2,012 2,195 30～34 2,048 2,073

1,548 1,618 25～29 1,711 1,685

918 1,098 20～24 1,050 1,163

913 904 15～19 849 864

1,024 942 10～14 952 840

1,220 1,023  ５～ 9 1,226 956

1,604 1,311  0～ 4 1,546 1,288

H22 H17 ＜男　性＞ 福岡県 ＜女　性＞ H22 H17

2,393,965 2,394,094 2,678,003 2,655,814

40,091 31,085 85歳以上 113,636 88,590

63,198 47,598 80～84 106,503 89,565

93,940 84,227 75～79 135,537 120,875

115,680 110,998 70～74 147,786 144,799

141,785 126,994 65～69 165,220 153,067

191,748 148,633 60～64 208,768 167,784

173,417 194,285 55～59 185,965 209,241

148,511 175,530 50～54 159,372 185,818

143,909 149,157 45～49 156,522 159,432

155,111 143,823 40～44 167,091 155,808

181,228 153,701 35～39 189,258 165,914

162,410 180,072 30～34 171,353 188,786

144,669 162,982 25～29 155,870 172,379

137,098 165,977 20～24 138,706 163,070

130,715 145,375 15～19 126,211 138,843

120,726 123,803 10～14 115,574 118,660

115,156 120,496  ５～ 9 109,796 115,061

113,985 114,326  0～ 4 108,887 108,849

注）計は年齢不詳を含む

05001,0001,5002,0002,500 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

【凡例 】 平成22年国勢調査 平成 17年国勢調査

050,000100,000150,000200,000250,000

年齢階級

年齢階級

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

(人) (人)

(人) (人)
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（２）家族類型別一般世帯数（家族形態）の推移 

平成２年から平成 22 年までの家族類型別一般世帯数の推移をみると、平成２年には 43.2％であった

「夫婦と子ども世帯」の割合が平成 22年には 35.1％と 8.1 ポイント減少しています。同様に、「その他

の親族世帯」の割合も 7.5 ポイント減少しています。一方で、「単独世帯」の割合が増加し、平成２年

から平成 22 年までで 8.6 ポイント増加しています。 

福岡県と比較すると、粕屋町は「夫婦と子ども世帯」の割合が高く、「単独世帯」の割合が低いこと

から、子育て家庭の割合が高いといえます。 

 

＜家族類型別一般世帯数の推移＞ 

実数
（世帯）

構成比
実数

（世帯）
構成比

実数
（世帯）

構成比
実数

（世帯）
構成比

実数
（世帯）

構成比

9,292 100% 10,493 100% 12,620 100% 14,098 100% 16,220 100%

夫 婦 の み 1,319 14.2% 1,702 16.2% 2,183 17.3% 2,465 17.5% 3,040 18.7%

夫 婦 と 子 ど も 4,018 43.2% 4,195 40.0% 4,614 36.6% 4,971 35.3% 5,688 35.1%

男 親 と 子 ど も 113 1.2% 129 1.2% 175 1.4% 190 1.3% 210 1.3%

女 親 と 子 ど も 637 6.9% 744 7.1% 899 7.1% 1,085 7.7% 1,263 7.8%

1,484 16.0% 1,456 13.9% 1,407 11.1% 1,444 10.2% 1,383 8.5%

22 0.2% 56 0.5% 128 1.0% 342 2.4% 256 1.6%

1,699 18.3% 2,211 21.1% 3,214 25.5% 3,601 25.5% 4,356 26.9%

1,623,805 100% 1,774,183 100% 1,906,862 100% 1,984,662 100% 2,106,654 100%

夫 婦 の み 260,525 16.0% 305,350 17.2% 346,517 18.2% 369,671 18.6% 394,489 18.7%

夫 婦 と 子 ど も 595,046 36.6% 594,657 33.5% 589,607 30.9% 578,203 29.1% 567,730 26.9%

男 親 と 子 ど も 17,271 1.1% 19,664 1.1% 22,350 1.2% 24,783 1.2% 25,105 1.2%

女 親 と 子 ど も 112,653 6.9% 126,159 7.1% 144,850 7.6% 163,301 8.2% 176,112 8.4%

241,211 14.9% 233,122 13.1% 218,615 11.5% 206,523 10.4% 183,962 8.7%

3,253 0.2% 5,178 0.3% 8,206 0.4% 12,150 0.6% 19,646 0.9%

393,846 24.3% 490,053 27.6% 576,717 30.2% 630,031 31.7% 736,339 35.0%

注）構成比は一般世帯を100とした時の比率。世帯数は世帯類型「不詳」を含む。 資料）各年国勢調査

平成17年 平成22年

単 独 世 帯

平成２年 平成７年 平成12年

その他の親族世帯

核
家
族
世
帯

その他の親族世帯

核
家
族
世
帯

福
岡
県

粕
屋
町

一般世帯総数

非 親 族 世 帯

単 独 世 帯

一般世帯総数

非 親 族 世 帯

夫婦のみ

14.2 

16.2 

17.3 

17.5 

18.7 

18.7 

夫婦と子ども

43.2 

40.0 

36.6 

35.3 

35.1 

26.9 

男親と子ども

1.2 

1.2 

1.4 

1.3 

1.3 

1.2 

女親と子ども

6.9 

7.1 

7.1 

7.7 

7.8 

8.4 

その他の

親族世帯

16.0 

13.9 

11.1 

10.2 

8.5 

8.7 

非親族世帯

0.2 

0.5 

1.0 

2.4 

1.6 

0.9 

単独世帯

18.3 

21.1 

25.5 

25.5 

26.9 

35.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成２年

平成７年

平成12年

平成17年

平成22年

福岡県（平成22年）

粕

屋

町

核家族世帯

 
 

※一般世帯は、その世帯員の世帯主との続柄により、次のとおり区分されます。 

Ａ 親族世帯…２人以上の世帯員からなる世帯のうち、世帯主と親族関係にある世帯員のいる世帯。なお、その世帯に同居する非

親族（住み込みの従業員など）がいる場合もここに含まれます。 

Ｂ 非親族世帯…２人以上の世帯員からなる世帯のうち、世帯主と親族関係にある者がいない世帯。 

Ｃ 単独世帯…世帯人員が１人の世帯。 

今回は、親族世帯を 5 区分し、全体で 7 区分類型としています。 
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（３）女性の就業率 

平成 22 年における粕屋町と福岡県の女性の年齢階級別労働力率を比較すると、25～39 歳の層で大き

く差がみられ、粕屋町はＭ字カーブ＊の傾向が顕著にあらわれています。 

    

＜女性の年齢階級別労働力率（粕屋町・福岡県）＞ 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

粕 屋 町 134 709 1,075 1,134 1,243 929 791 723 750 598 459

福 岡 県 18,828 91,434 113,020 112,314 122,678 115,555 112,913 110,485 111,793 92,068 79,285

粕 屋 町 15.8 67.5 62.8 55.4 57.9 66.0 69.4 69.0 60.0 44.0 13.1

福 岡 県 14.9 65.9 72.5 65.5 64.8 69.2 72.1 69.3 60.1 44.1 11.9

資料：平成22年国勢調査

実
数

（
人

）

構
成
比

（
％

）
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20
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80
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（４）方針決定の場への女性の参画状況 

粕屋町における女性の方針決定の場への参画状況をみると、審議会等の総委員数に占める女性比率は

28.5％であり、県内市町村の平均（29.1％）をやや下回っています。 

 

＜女性の方針決定の場への参加状況＞ 

うち女性委員
を含む数

うち女性委員
等数

18 13 186 53 28.5 3.0

宇美町 17 9 168 31 18.5 5.7

篠栗町 13 9 116 26 22.4 △ 3.9

志免町 21 19 225 77 34.2 0.2

須恵町 11 7 103 21 20.4 5.3

新宮町 16 12 174 38 21.8 1.5

久山町 8 4 54 17 31.5 0.6

1,692 1,419 20,794 6,051 29.1 1.5

※数値は平成26年4月1日現在

  資料：「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成26年度）」（内閣府）

粕
屋
郡
内
の
他
町

福 岡 県 計

前年度
伸び率

女性
比率
（％）

粕 屋 町

審議会等数 総委員数

 

 

 

 

＊Ｍ字カーブ 

日本人女性の年齢階級別労働力率をグラフで表したときに描かれる M字型。（詳細内容は 73 ページ） 
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２．意識調査からみた粕屋町の現状 

（１）男女平等に関する意識 

社会のあらゆる分野における男女の地位の平等について尋ねたところ、分野により差はあるものの、

全体的には、『男性の方が優遇されている』（「男性の方が優遇されている」と「どちらかといえば男性

の方が優遇されている」の合算）と思う人が、『女性の方が優遇されている』と思う人を上回っていま

す。特に、「政治の場」、「社会通念、慣習、しきたりなど」では、『男性の方が優遇されている』と思う

人が、約８割を占めています。 

 

＜各分野での男女の地位の平等について＞ 

全体（N=550）

男性の方が
優遇

されている

どちらかと
いえば

男性の方が
優遇

されている 平等である

どちらかと
いえば

女性の方が
優遇

されている

女性の方が
優遇

されている わからない 無回答

凡例

（ア）家庭生活で

（イ）職場で

（ウ）学校教育の場で

（エ）政治の場で

（オ）法律や制度のうえで

（カ）社会通念、慣習、しきたりなどで

（キ）地域活動・社会活動の場で

（ク）社会全体で

15.8 

21.8 

4.0 

44.7 

14.4 

32.7 

12.2 

18.7 

41.5 

41.6 

14.0 

37.3 

31.1 

46.7 

36.7 

54.7 

26.2 

17.6 

51.6 

5.3 

30.2 

8.5 

29.6 

10.7 

7.6 

4.4 

3.6 

0.9 

5.3 

0.9 

4.9 

3.3 

1.3 

1.1 

0.4 

0.5 
1.1 

0.4 
0.5 

0.9 

4.7 

8.9 

21.3 

7.1 

12.7 

6.9 

12.4 

8.5 

2.9 

4.5 

5.1 

4.2 

5.3 

3.8 

3.6 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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（２）家庭生活について 

家事を男女で分担することについて尋ねたところ、「どちらでも手のあいている方が家事をすればよ

い」（54.7％）と考える人が過半数を占めるものの、「家事は主として女性が行い、男性は女性を手伝う

程度でよい」（27.1％）と考える人が４人に１人みられます。 

一方、家庭内における役割分担をみると、「掃除、洗濯、食事の支度などの家事」、「家計の管理」、「育

児、子どものしつけ」については、『主に妻』が中心であり、固定的役割分担の意識は強く残っている

といえます。 

 

＜家事を男女で分担することについて＞ 

男女とも
同じように
家事を行う
のがよい

どちらでも
手のあいて
いる方が
家事を

すればよい

家事は
主として

女性が行い、
男性は女性を
手伝う程度で

よい
男性は家事を
しなくてよい その他 無回答

凡例

女　　性 （ｎ=344）

男　　性 （ｎ=203）

性
別

全　　体　（N=550） 14.9 

15.7 

13.8 

54.7 

57.0 

50.2 

27.1 

24.4 

32.0 

0.9 

0.6 

1.5 

1.8 

1.7 

2.0 

0.5 

0.6 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 

 

＜家庭における分担＞ 

全体（n=422） 主に夫 主に妻 夫・妻同程度 その他の家族
該当しない・
わからない 無回答

凡例

（ア）家計を支える
　　　（生活費を稼ぐ）

（イ）掃除、洗濯、食事の支度
　　 などの家事

（ウ）育児、子どものしつけ

（エ）子どもの教育方針・進路
　　  目標の決定

（オ）家計の管理

（カ）高額の商品や土地、家屋
     の購入決定

（キ）親の世話（介護）

（ク）町内会・自治会等の地域活動

73.2 

1.2 

0.9 

3.3 

13.7 

35.8 

2.1 

19.0 

2.6 

86.5 

46.2 

16.8 

70.1 

5.0 

18.7 

28.9 

21.6 

11.4 

22.5 

48.3 

14.2 

51.4 

23.5 

30.8 

0.2 

0.2 

1.4 

0.5 

1.4 

25.1 

26.1 

0.7 

5.7 

48.6 

19.0 

0.9 

0.9 

5.2 

5.2 

1.2 

2.1 

5.7 

1.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
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（３）地域活動について 

①地域活動への参加状況 

地域活動への参加状況を尋ねたところ、「町内会・自治会活動」（26.2％）が最も高く、次いで「環境・

リサイクル活動」（14.5％）、「子どもの育成に関する活動（ＰＴＡ、子ども会など）」（12.0％）となっ

ています。しかし、「どの活動にも参加していない」（51.3％）が半数以上を占めています。 

性別にみると、女性は男性に比べ「子どもの育成に関する活動（ＰＴＡ、子ども会など）」の割合が

高くなっています。一方、男性は女性に比べ「町内会、自治会活動」の割合が高くなっています。 

 

  ＜地域活動への参加状況＞ 

　
サ
ン
プ
ル
数

町
内
会
・
自
治
会
活
動

環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
活
動

子
ど
も
の
育
成
に
関
す
る

活
動
（

Ｐ
Ｔ
Ａ
、

子
ど
も

会
な
ど
）

地
域
安
全
・
防
犯
活
動

相
互
援
助
活
動
（

高
齢
者

支
援
、

介
護
、

育
児
、

給

食
サ
ー

ビ
ス
な
ど
）

国
際
交
流
・
国
際
貢
献
活

動 男
女
共
同
参
画
推
進
の
た

め
の
活
動

そ
の
他

ど
の
活
動
に
も
参
加
し
て

い
な
い

無
回
答

550 26.2 13.8 12.0 4.0 3.5 0.4 0.4 - 51.3 5.5

女　性 344 22.7 14.5 15.7 2.0 4.4 - 0.3 - 51.2 5.8

男　性 203 32.0 12.3 5.9 7.4 1.5 1.0 0.5 - 51.7 4.9

性
別

　全　体

（単位：％）

26.2 

13.8 12.0 

4.0 3.5 
0.4 0.4 -

51.3 

5.5 

0

10

20

30

40

50

60
全体（N=550）％

 

 

②地域活動の団体の長や代表者として選ばれた場合の対応 

地域活動の団体の長や代表者として選ばれたときの対応について尋ねたところ、『引き受ける』（「積

極的に引き受ける」と「なるべく引き受ける」の合算）は、３割程度（29.4％）にとどまっています。 

性別にみると、女性は男性に比べ『引き受ける』割合が低く、地域や団体のリーダーになることには

消極的だといえます。 
 

＜地域活動の団体の長や代表者として選ばれた場合の対応＞ 

引き受ける
どうしてもと頼まれれば

引き受ける 引き受けない 無回答

凡例

女　　性 （ｎ=344）

男　　性 （ｎ=203）

性
別

全　　体　（N=550） 5.5 

2.0 

11.3 

32.0 

27.6 

38.9 

58.7 

66.3 

46.3 

3.8 

4.1 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
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（４）職業について 

女性が職業をもつことに対する意識について尋ねたところ、「子どもができたら職業を中断し、子ど

もに手がかからなくなって再びもつ方がよい」（47.8％）、「ずっと職業をもっている方がよい」（40.9％）

がそれぞれ４割以上を占めており、女性が職業をもつことに対する肯定的な意見が大半を占めています。 

 

＜女性が職業をもつことについて＞ 

ず
っ

と
職
業
を
も
っ

て
い

る
方
が
よ
い

結
婚
す
る
ま
で
は
職
業
を

も
ち
、

あ
と
は
も
た
な
い

方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
る
ま
で
職

業
を
も
ち
、

あ
と
は
も
た

な
い
方
が
よ
い

子
ど
も
が
で
き
た
ら
職
業

を
中
断
し
手
が
か
か
ら
な

く
な
っ

て
も
つ
方
が
よ
い

女
性
は
職
業
を
も
た
な
い

方
が
よ
い

そ
の
他

無
回
答

凡例

女　　性 （ｎ=344）

男　　性 （ｎ=203）

全　　体　（N=550）

性
別

40.9 

44.5 

34.0 

0.5 

0.6 

0.5 

4.2 

2.0 

7.9 

47.8 

46.8 

50.2 

0.5 

0.3 

1.0 

4.4 

4.4 

4.4 

1.6 

1.5 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 

 

（５）セクシュアル・ハラスメントやＤＶについて 

この１年間だけでも、ＤＶをはじめとする男女間の暴力行為が多く発生しており、「配偶者からの暴

力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づく対策が喫緊の課題となっています。 

 

 

＜この 1 年間のうち、配偶者・パートナー・恋人に受けたことがある行為＞ 

女性

男性

女性

男性

女性
女性（ｎ=344)
男性（ｎ=203）

男性

（ア）なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛ばしたり
　　  するなどの身体に対する暴行を受けた

（イ）人格を否定するような暴言や交友関係を細かく監視
　　  するなどの精神的な嫌がらせを受けた、あるいは、
　　  自分もしくは自分の家族に危害が加えられるのでは
　　  ないかと恐怖を感じるような脅迫を受けた

（ウ）いやがっているのに性的な行為を強要された

4.7 

1.5 

3.8 

1.0 

4.1 

0.5 

0.9 

0.5 

2.0 

1.0 

0.6 

0.5 

0 1 2 3 4 5 6 7

１・２度あった 何度もあった

％
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（６）男女共同参画社会の実現について 

男女共同参画社会を実現するために粕屋町に望む施策をみると、「保育の施設・サービスや高齢者や

病人の施設等を充実する」（63.8％）、「子育てや介護等でいったん仕事を辞めた人の再就職を支援する」

（62.2％）、「仕事と家庭や地域活動の両立ができるよう企業に働きかける」（54.7％）などが上位に挙

がっており、子育てや介護に関する支援、子育て後の再就職、ワーク・ライフ・バランスの実現など、

男女共同参画社会の実現に向けた取組が必要だといえます。 

  

＜男女共同参画社会を実現するために粕屋町に望む施策＞ 

　
サ
ン
プ
ル
数

保
育
の
施
設
・
サ
ー

ビ
ス

や
高
齢
者
や
病
人
の
施
設

等
を
充
実
す
る

子
育
て
や
介
護
等
で
い
っ

た
ん
仕
事
を
辞
め
た
人
の

再
就
職
を
支
援
す
る

仕
事
と
家
庭
や
地
域
活
動

の
両
立
が
で
き
る
よ
う
企

業
に
働
き
か
け
る

女
性
が
能
力
を
伸
ば
し
、

自
立
で
き
る
よ
う
な
教
育

・
学
習
の
場
を
充
実
す
る

各
分
野
に
お
い
て
男
女
平

等
と
相
互
の
理
解
へ
の
学

習
機
会
を
充
実
す
る

男
性
が
家
事
、

子
育
て
等

に
関
心
を
高
め
る
よ
う
啓

発
や
情
報
提
供
を
行
う

審
議
会
委
員
や
管
理
職

等
、

政
策
決
定
の
場
に
女

性
を
積
極
的
に
登
用
す
る

セ
ク
ハ
ラ
、

パ
ワ
ハ
ラ
防

止
の
啓
発
活
動
を
充
実
す

る 民
間
企
業
・
団
体
等
の
管

理
職
に
女
性
の
登
用
が
進

む
よ
う
支
援
す
る

女
性
リ
ー

ダ
ー

の
養
成
・

研
修
の
場
を
充
実
す
る

配
偶
者
等
に
対
す
る
暴
力

根
絶
の
た
め
の
啓
発
活
動

を
充
実
す
る

男
女
共
同
参
画
を
推
進
す

る
民
間
団
体
と
の
連
携
を

深
め
る

そ
の
他

特
に
な
い

無
回
答

550 63.8 62.2 54.7 32.5 32.2 23.5 22.7 22.5 20.4 15.8 14.7 13.1 0.5 3.6 3.5

女　性 344 69.5 64.5 56.4 32.6 25.6 24.4 22.4 21.8 19.2 15.1 14.2 12.5 0.6 3.5 2.6

男　性 203 53.7 58.6 51.7 32.0 43.3 21.7 22.7 23.6 21.2 16.7 15.8 14.3 0.5 3.9 4.9

性
別

　全　体

（単位：％）

63.8 62.2 

54.7 

32.5 32.2 

23.5 22.7 22.5 20.4 
15.8 14.7 13.1 

0.5 
3.6 3.5 

0

20

40

60

80
全体（N=550）％
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第３章 計画の基本的な考え方 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１．基本理念 
 

 

 

 

粕屋町では、全ての町民がその性別にかかわらず、個人の個性や意欲、適性や能力に応じて、あらゆ

る分野で活躍できるとともに、一人ひとりが豊かな人生を送ることができるまちづくりを推進していく

ことを基本的な理念として、男女共同参画社会の実現を図っていきます。また、男女共同参画基本法等

で示された以下の６つの事項を具体的な基本理念として男女共同参画のまちづくりを推進していきま

す。 

 

（１）男女の人権の尊重 

（２）社会における制度又は慣行についての配慮 

（３）政策等の立案及び決定への共同参画 

（４）家庭生活における活動と他の活動の両立 

（５）国際的協調 

（６）ＤＶ等の防止とリプロダクティブ・ヘルス／ライツ＊の推進 

 

 

２．基本目標・主要課題 

本計画では、基本理念に基づき、男女共同参画社会の実現に向けて目指すべき基本目標及び克服すべ

き主要課題を次のように設定します。 

 

基本目標Ⅰ：男女共同参画社会実現のための意識づくり 

主要課題（１）男女共同参画社会に向けた意識啓発 

主要課題（２）男女共同参画を推進する教育活動の充実 
 

町民の男女平等の意識を育て、男女が固定的な役割分担意識にとらわれず、それぞれの個性や能力を

発揮し、家庭や地域社会などのあらゆる場において活躍ができるよう、男女共同参画についての啓発・

教育活動を充実し、その意識を醸成していきます。 

 

基本目標Ⅱ：男女が共に能力を発揮し、支え合う社会づくり 

主要課題（１）雇用分野等における男女の均等な機会と待遇の確保 

主要課題（２）ワーク・ライフ・バランスの推進 

主要課題（３）困難な状況に置かれている人への支援 

主要課題（４）政策・方針決定の場への女性の参画促進 

主要課題（５）地域・防災分野における男女共同参画の推進 

 

＊リプロダクティブ・ヘルス／ライツ 

万人が保障されるべき性と生殖に関する健康と権利。（詳細内容は 76 ページ） 

女性も男性も共にいきいきと活躍し、誰もが輝く活力ある粕屋町を構築する 
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男女が平等に個性や能力を発揮して働くことができるように、雇用の場における男女共同参画を推進

するとともに、仕事と家庭の両立に向けて、子育て・介護等の充実や男性の育児等への参画促進を図り

ます。 

また、ひとり親家庭等、多様な家庭が安心して暮らせるような支援を目指します。 

さらに、政策や方針の決定の場に男女が対等に参画できる環境づくりを進めるとともに、地域活動や

防災分野においても積極的に男女共同参画を推進します。 

 

基本目標Ⅲ：男女の人権が尊重され、ともに健康で、安心して暮らせる環境づくり 

主要課題（１）性に関するあらゆる暴力の根絶 

主要課題（２）生涯を通じた健康支援 
 

「ＤＶ防止法」に基づき、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）やセクハラ（セクシャル・ハラス

メント）をはじめとするあらゆる暴力、性による差別的行為の根絶に向け、人権教育・啓発の推進やＤ

Ｖ防止等に関する啓発、被害者への支援等の充実を図ります。 

また、男女が互いの性差や「性と生殖に関し健康的生活を営む権利の尊重」等を理解した上で、生涯

にわたり健康で安心して暮らせるように、性に関する正しい情報の提供や、人生の各段階に応じた健康

支援を行います。 

 

 

３．計画の位置づけ 

（１）本計画は、国の「男女共同参画社会基本法」や「男女共同参画基本計画」「福岡県男女共同参画

計画」の趣旨を踏まえ、粕屋町の男女共同参画社会の形成を促進するための総合的な施策の指針

となるものです。 

（２）本計画は、「粕屋町男女共同参画に関する意識調査」の結果や「粕屋町男女共同参画計画策定委

員会」の審議及びパブリックコメントの提言を受けて、粕屋町の男女共同参画社会の実現に向け、

「基本理念」のもとに３つの「基本目標」と９つの「主要課題」を掲げ、課題解決に向けた施策

の方向性と具体的な事業を体系的に位置付けた実施計画として示しています。 

（３）本計画は、「第４次粕屋町総合計画」をはじめとする各種計画等との整合性を図るとともに、町

民の理解と協力を得つつ、町民、企業、各種団体、行政等が一体となって推進するものです。 

（４）本計画は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」に基づく市町村計画の内

容を含むものであり、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるＤＶの防止と、被害者の保

護・自立支援に関する施策を示しています。 
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４．施策の体系 

 

＊基本目標Ⅲは「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」を兼ねる。

②社会教育における学習の場の提供

⑤セクシュアル・ハラスメントの防止のための啓発

（２）生涯を通じた健康支援

①企業への広報、啓発

男
女
が
共
に
能
力
を
発
揮
し
、
支
え
合
う
社
会
づ
く
り

②働く女性への支援

（２）ワーク・ライフ・バランスの
　　 推進

基本目標Ⅲ ①ＤＶ未然防止

②ＤＶ相談体制の構築

③被害者保護、自立支援

④性暴力の根絶と被害者の支援

基本
理念

基本目標Ⅰ

（１）男女共同参画社会に
　　 向けた意識啓発

①町民の意識を高める啓発活動の推進

②情報の提供

③行政広報・出版物の表現に関する配慮

女
性
も
男
性
も
共
に
い
き
い
き
と
活
躍
し

、
誰
も
が
輝
く
活
力
あ
る
粕
屋
町
を
構
築
す
る

（２）男女共同参画を推進する
　　 教育活動の充実

①学校教育における男女平等教育の推進等

③女性へのエンパワーメント支援とリーダーシップ
   の養成

（４）政策・方針決定の場への
　　 女性の参画促進

①各種審議会委員等への女性の積極的登用

②町職員への意識啓発及び女性の採用・登用
   職域拡大と能力開発の推進

（５）地域・防災分野における
　　 男女共同参画の推進

①地域の活動における男女共同参画の促進

②防災における男女共同参画の促進

基本目標Ⅱ
（１）雇用分野等における男女
　　 の均等な機会と待遇の確保

主要課題 施策の方向性

①ワーク・ライフ・バランスについての啓発推進

②男性の育児・介護、地域への参加の促進

③子育て環境、介護環境の整備

（３）困難な状況に置かれて
　　 いる人への支援

①高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境の
   整備

②配慮を必要とする男女への支援

男
女
共
同
参
画
社
会
実
現

の
た
め
の
意
識
づ
く
り

①ライフステージに配慮した男女の健康支援

②リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する理解
   の促進

（１）性に関するあらゆる暴力の
　　 根絶

男
女
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
、

と
も
に
健
康
で
、
安
心
し
て

暮
ら
せ
る
環
境
づ
く
り
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第４章 計画の内容 
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第４章 計画の内容 

 

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会実現のための意識づくり 

 

主要課題（１）男女共同参画社会に向けた意識啓発 

【現状と課題】 

人々の意識の中に長い間時間をかけて形成されたものに、「性別役割分担意識」というものがあります。 

具体的には「男は仕事、女は家庭」という意識等を指しますが、男女共同参画社会を実現する中で、この

ことが大きな障害のひとつになっています。 

町民意識調査においては、「男は仕事、女は家庭」という考え方について『同感する』（「同感する」、「ある

程度同感する」の合算）は48.6％、『同感しない』（「あまり同感しない」、「同感しない」の合算）は50.3％

と拮抗していますが、女性が男性に比べ『同感しない』が多くみられます。また、「男女共同参画社会」とい

う用語の認知率は48.0％と半数にとどまっています。 

男女共同参画社会の実現のためには、一人ひとりの意識改革はとても重要です。 

今後は、町民の身近な場所での啓発、情報提供などを積極的に推進していくとともに、講座、講演会の充

実や町が発行する文書等でのジェンダーにとらわれない表現の使用、パンフレットの作成などを通じて、行

政が先導的な役割を果たしていきます。 

 

＜「男は仕事、女は家庭」という考え方について＞ 

同感する ある程度同感する あまり同感しない 同感しない 無回答

凡例

女　性 （ｎ=344）

男　性 （ｎ=203）

 　全国（H24年度調査）
    　     　     (N=3,033)

 　福岡県（H21年度調査）
            　     (N=3,874)

性
別

全　　体　（N=550） 7.5 

5.5 

10.8 

9.2 

12.9 

41.1 

40.4 

41.9 

47.2 

38.7 

28.5 

29.4 

27.6 

26.7 

27.9 

21.8 

23.3 

19.2 

16.1 

17.2 

1.1 

1.5 

0.5 

0.9 

3.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 
＜「男女共同参画社会」という用語の認知率＞ 

知っている

48.0%

知らない

・無回答

52.0%

全体（N=550）
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▽施策の方向 

【Ⅰ-1-① 町民の意識を高める啓発活動の推進】 

事業名 施策概要 担当課 

広報等による情報提供 広報紙及びホームページ等各種媒体を活用し、

日常的な啓発を行います。 
協働のまちづくり課 

啓発パンフレット等の作成 住民や教育機関向けのパンフレット等を作成

し、啓発に努めます。 
協働のまちづくり課 

男女共同参画関連講座・講演

会等の実施 

男女共同参画意識の普及と高揚を図るために

各種講座や講演会等を開催します。 
協働のまちづくり課 

 

 

【Ⅰ-1-② 情報の提供】   

事業名 施策概要 担当課 

男女共同参画関連情報の積極

的な提供 

広報紙・ホームページ等を通じ、男女共同参画

に関する取組、法令等をわかりやすく解説する

とともに、情報を積極的に提供します。 

協働のまちづくり課 

関連図書等の収集と紹介 男女共同参画に関する図書、情報の収集を行

い、紹介します。 

社会教育課 

（図書館） 

 

 

【Ⅰ-1-③ 行政広報・出版物の表現に関する配慮】   

事業名 施策概要 担当課 

社会的性別（ジェンダー）に

とらわれない表現の使用 

広報紙・ホームページ及び出版物の製作にあた

っては、男女の固定的役割分担意識を助長する

ことのないよう、社会的性別（ジェンダー）に

とらわれない表現の使用を徹底します。 

協働のまちづくり課 

社会的性別（ジェンダー）に

とらわれない文書表現に関す

る指針の作成 

行政文書等を社会的性別（ジェンダー）の視点

から見直し、性別に偏りのない表現にするよう

指針・マニュアル等を作成します。 

協働のまちづくり課 
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主要課題（２）男女共同参画を推進する教育活動の充実 

【現状と課題】 

本来、子どもは性別にかかわりなく、一人ひとりに多様な能力や様々な個性が備わっています。また、子

どもは周囲の言動や考え方にすばやく順応し、良いことも悪いこともすぐ受け入れています。学校教育は子

どもが社会性を培う中で非常に重要な役割を担っており、その中で指導者である教師などの言葉や態度は、

子どもたちに大きな影響をあたえるものです。 

町民意識調査の結果、学校教育の場においては 51.6％の人が「平等」と回答していますが、『男性のほう

が優遇されている』（「優遇されている」と「どちらかといえば優遇されている」の合算）と回答する人が『女

性のほうが優遇されている』（「優遇されている」と「どちらかといえば優遇されている」の合算）と回答す

る人より多くみられます。 

今後は、子どもの成長過程において、「固定的性別役割分担意識」を助長しないような配慮が必要であり、

「家庭」、「学校」、「地域」における男女平等の視点に立った教育・学習を推進することが重要です。 

 

 
＜学校教育の場における男女の平等感＞  

男性の方が
優遇されている

どちらかといえば
男性の方が

優遇されている
平等である

どちらかといえば
女性の方が

優遇されている

女性の方が
優遇されている

わからない 無回答

凡例

 　全　　体　（N=550）

 　福岡県（H21年度調査）
            　     (N=3,874)

 　全国（H24年度調査）
    　     　     (N=3,033)

4.0 

2.8 

2.4 

14.0 

11.7 

11.0 

51.6 

56.9 

67.0 

3.6 

5.0 

3.0 

0.4 

0.6 

0.7 

21.3 

21.5 

15.8 

5.1 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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▽施策の方向 

【Ⅰ-2-① 学校教育における男女平等教育の推進等】 

事業名 施策概要 担当課 

乳幼児期からの男女平等教育の

推進 

保育所、幼稚園に対し、社会的性別（ジェン

ダー）にとらわれない幼児教育の実践の働き

かけを行います。 

子ども未来課 

学校教育における男女平等教育

の推進 

学習指導要領に示す男女平等の理念に基づいた

教育を行います。 
学校教育課 

男女平等教育に関する教職員の

研修 

教育に携わる教職員が、正しい男女平等教育

を実践できるように研修を実施します。 
学校教育課 

進路指導の充実 固定的性別役割分担意識にとらわれない進

路指導の充実に努めます。 
学校教育課 

性教育の推進 児童・生徒の発達段階に応じ、生命の大切さ

や性についての正しい理解を深め、男女が互

いを尊重する教育を推進します。 

学校教育課 

保育所・幼稚園職員への研修 町で講演会や研修を実施する際に、保育所・

幼稚園職員に参加を要請し、啓発と研修機会

を提供します。 

協働のまちづくり課 

子ども未来課 

 

 

【Ⅰ-2-② 社会教育における学習の場の提供】 

事業名 施策概要 担当課 

子育て世代への啓発の推進 ＰＴＡ行事等での講演会・研修会開催を利用

して、子育て世代への啓発、情報提供に取り

組みます。 

社会教育課 

地域・団体等の学習に対する啓

発と支援 

公民館等を使って行っている人権研修、生涯

学習研修の中で男女共同参画の啓発を行いま

す。 

社会教育課 

出前講座による学習機会の提供 出前講座のメニューに男女共同参画に関する

ものを幅広く用意し、学習の機会を提供しま

す。 

協働のまちづくり課 

社会教育課 

男女共同参画週間における学

習、啓発の推進 

男女共同参画週間（６月 23 日～29 日）に

は、ポスター掲示、ホームページに掲載し、

週間の意識付けを行うと共に、セミナー等を

開催し、学習、啓発を推進します。 

協働のまちづくり課 

各団体研修等での啓発の推進 各社会教育関連団体（ＰＴＡなど）、老人ク

ラブ等で行われる研修の内容について男女

共同参画の視点から啓発や助言、指導を行い

ます。 

協働のまちづくり課 
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【Ⅰ-2-③ 女性へのエンパワーメント支援とリーダーシップの養成】 

事業名 施策概要 担当課 

女性へのエンパワーメント支援

とリーダーシップの養成 

講座やセミナーの開催、又はその情報提供を

行います。 
協働のまちづくり課 
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基本目標Ⅱ 男女が共に能力を発揮し、支え合う社会づくり 

 

主要課題（１）雇用分野等における男女の均等な機会と待遇の確保 

【現状と課題】 

我が国における女性の労働力率は、Ｍ字カーブという欧米とは異なる特徴がみられます。これは、出産・

育児期において女性がいったん就業を中断し、その後再就職するパターンが多いことを意味しています。 

粕屋町における人口特性をみると、30代の子育て期の人口が多く、少子高齢化はあまり進んでいないもの

のＭ字カーブの特徴は顕著に現れています。また、町民意識調査の結果をみると、現在の職場で女性が男性

に比べて不当に差別されていると思うこととして、「昇進、昇格に格差がある」（13.5％）、「賃金に格差があ

る」（13.3％）、「結婚したり子どもが生まれたりすると勤め続けにくい雰囲気がある」（12.4％）、「能力を正

当に評価しない」（10.7％）などが多く回答されており、女性が男性に比べその傾向が強くみられます。 

雇用の分野においては、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用

機会均等法）＊」、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・介護

休業法）」などにより法整備の充実が図られています。 

今後は、女性と男性が均等な機会を与えられ、意欲と能力に応じた待遇を受ける社会をめざすため、女性

労働者の能力開発と意識啓発のための学習機会を提供するなど、女性が生きがいを持って働くことができる

環境を整備することが必要です。 

 

 

＜「男女雇用機会均等法＊」の認知率＞ 

知っている

84.5%

知らない

・無回答

15.5%

全体（N=550）
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法） 

募集・採用から定年・退職・解雇に至るあらゆる段階で女性差別を禁止した法律。（詳細内容は 73ページ） 
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＜女性の年齢階級別労働力率（粕屋町・福岡県）＞ 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

粕 屋 町 134 709 1,075 1,134 1,243 929 791 723 750 598 459

福 岡 県 18,828 91,434 113,020 112,314 122,678 115,555 112,913 110,485 111,793 92,068 79,285

粕 屋 町 15.8 67.5 62.8 55.4 57.9 66.0 69.4 69.0 60.0 44.0 13.1

福 岡 県 14.9 65.9 72.5 65.5 64.8 69.2 72.1 69.3 60.1 44.1 11.9

資料：平成22年国勢調査
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＜参考：諸外国の年齢階級別女性労働力率（2012 年）＞ 

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上
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資料：「データブック 国際労度比較 2014」（独立行政法人労働政策研究・研修機構） 
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＜職場における男女平等感＞ 
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▽施策の方向 

【Ⅱ-1-① 企業への広報、啓発】 

事業名 施策概要 担当課 

法律や条例についての周知 男女雇用機会均等法や育児・介護休業法な

ど、関係法令の周知啓発を行います。 

地域振興課 

総務課 

指名登録業者への意識啓発 指名登録を希望する事業者などに対して、

様々な方法で男女共同参画推進の意識を高

めます。 

総務課 

ハラスメント防止のための事業

所への啓発 

 

職場でのセクシュアル・ハラスメント＊やパ

ワー・ハラスメント＊などの防止対策につい

て、事業主への情報提供や男女共同参画の視

点からの啓発に努めます。 

地域振興課 

 

【Ⅱ-1-② 働く女性への支援】 

事業名 施策概要 担当課 

女性の再就労に対する支援の促

進 

結婚、出産、介護等を理由に離職した女性や

再就職希望者のための意識啓発と、能力開発

や学習機会、支援についての情報提供に努め

ます。 

協働のまちづくり課 

 

 

＊セクシュアル・ハラスメント 

性差別によって職場や学校で起きる性的ないやがらせ。（詳細内容は74ページ） 

＊パワー・ハラスメント 

職場の権力を背景にした人格と尊厳を侵害する行い。（詳細内容は75ページ） 
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主要課題（２）ワーク・ライフ・バランスの推進 

【現状と課題】 

近年の女性の社会進出に伴い、女性が自らの意思で働き続けるためには、仕事と家庭が両立できるような

社会環境を整備することが大きな課題になっています。「女子差別撤廃条約」第5条では、男女の固定的性別

役割分担の是正措置が求められ、家庭における子育てについては男女の共同責任であるとうたっています。 

町民意識調査の結果をみると、家事を男女で分担することについては、「どちらでも手のあいている方が家

事をすればよい」（54.7％）、「家事は主として女性が行い、男性は女性を手伝う程度でよい」（27.1％）の二

者に特化しています。また、育児や子どものしつけの中心は未だに女性が担っており、家事や育児は女性が

担うべきという意識はいまだ根強いことがわかります。 

核家族化や地域のつながりの希薄化などの影響で、子育てをする母親が孤立する傾向は強まっています。 

今後は、性にかかわらずその個性と能力を発揮できる多様な就労の機会の提供と、子育て支援など家庭と仕

事の両立支援のため、企業や事業所に対して、関係機関等と連携して啓発などを行っていく必要があります。 

 

＜家事を男女で分担することについて（再掲）＞  

男女とも
同じように
家事を行う
のがよい

どちらでも
手のあいて

いる方が家事を
すればよい

家事は主として
女性が行い、
男性は女性を

手伝う程度でよい

男性は家事を
しなくてよい

その他 無回答

凡例

女　　性 （ｎ=344）

男　　性 （ｎ=203）

性
別

全　　体　（N=550） 14.9 

15.7 

13.8 

54.7 

57.0 

50.2 

27.1 

24.4 

32.0 

0.9 

0.6 

1.5 

1.8 

1.7 

2.0 

0.5 

0.6 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 

＜「育児、子どものしつけ」の役割分担＞ 

主に夫 主に妻 夫・妻同程度 その他の家族
該当しない
・わからない

無回答

凡例

女　　性 （ｎ=262）

男　　性 （ｎ=160）

全　　体　（ｎ=422）

性
別

0.9 

0.8 

1.3 

46.2 

53.4 

34.4 

22.5 

21.4 

24.4 

25.1 

19.8 

33.8 

5.2 

4.6 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 

 

＜参考：家庭内の最終決定者（育児・子どものしつけ）H21 年度福岡県調査＞ 

自分
パートナー
（配偶者）

自分とパートナー
同程度

その他の家族 わからない 不明

凡例

女　　性 （ｎ=2,165）

男　　性 （ｎ=1,709）

全　　体　（N=3,874）

性
別

20.6 

31.2 

7.3 

13.9 

5.1 

25.0 

55.6 

53.9 

57.8 

2.2 

2.4 

1.9 

6.4 

5.6 

7.3 

1.3 

1.8 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
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＜「ワーク・ライフ・バランス＊」の認知率＞ 

知っている

32.0%

知らない

・無回答

68.0%

全体（N=550）
 

 

 

＜男性が家事、子育て、介護、地域活動に積極的に参加していくために必要なこと＞ 

夫
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や
家
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す
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性
の
抵

抗
感
を
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す
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、

男
性
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家

事
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等
の
技

能
を
高
め
る

そ
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要
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な
い

72.9 

60.5 
56.0 

52.4 

35.5 
32.4 

22.9 22.4 20.9 18.9 

3.5 2.4 

72.7 

64.5 
60.8 

54.7 

42.2 
33.7 

24.1 22.7 23.5 
18.6 

3.8 2.0 

72.9 

54.2 
47.8 48.8 

23.6 

30.5 

20.7 21.7 
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19.7 

2.5 3.0 
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10

20

30

40

50

60

70

80

90

全体（N=550）

女性（ｎ=344）

男性（ｎ=203）

％

 

 

 

 

 

 

＊ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活の調和。（詳細内容は76ページ） 
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▽施策の方向 

【Ⅱ-2-① ワーク・ライフ・バランスについての啓発推進】 

事業名 施策概要 担当課 

両立のための職場理解と制度の

普及促進 

男女が家庭責任を担い、仕事と両立すること

への職場理解を広め、育児や介護のための制

度の周知及び取得促進を図ります。 

総務課 

ワーク・ライフ・バランスにつ

いての啓発 

広報等を活用し、ワーク・ライフ・バランス

についての啓発を行います。 
協働のまちづくり課 

事業所への情報提供･啓発 事業者に対してワーク・ライフ・バランスに

ついての啓発を行います。 
地域振興課 

 

 

【Ⅱ-2-② 男性の育児・介護、地域への参加の促進】 

事業名 施策概要 担当課 

広報紙への啓発記事の掲載 男性にとっての意義と責任や、地域・家庭等

への男性の参画を重視した広報活動を推進

します。 

協働のまちづくり課 

父親を対象とした子育て講座の

開催 

父親の子育て参加意識の醸成と子育てにつ

いての学習の支援に努めます。 
子ども未来課 

両親教室の開催 沐浴や妊婦体験等を通して、両親で共に支え

合い子育てを楽しむことができるよう支援

します。 

健康づくり課 

 

 

【Ⅱ-2-③ 子育て環境、介護環境の整備】 

事業名 施策概要 担当課 

放課後児童健全育成事業 学童保育所の指導員の育成に努めるととも

に保護者のニーズに応じた体制を検討しま

す。 

学校教育課 

保育サービスの充実 低年齢児、障がい児、病児等保育、延長保育、

一時保育、各種事業における託児等、多様な

ニーズに応じた保育サービスの充実を図り

ます。 

子ども未来課 

全課 

介護保険サービスの適切な利用

促進 

高齢者が介護を要する状態になっても、人と

しての尊厳を保ち生活できるよう、介護保険

制度の周知を行い、一人ひとりが適切かつ効

果的なサービス給付を受けられるよう進め

ていきます。 

介護福祉課 
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主要課題（３）困難な状況に置かれている人への支援 

【現状と課題】 

全国的な傾向と同様、粕屋町においても着実に高齢化が進んでおり、障がい者、外国人、ひとり親世帯等

も右肩上がりの状況となっています。 

町民意識調査によれば、介護についてはその多くを女性が担っており、18.7％の人が親の世話（介護）の

担い手は妻であると回答しています。 

現代社会において多くの人は、自宅で保健・福祉サービスを利用しながら老後を過ごしたいと思っており、

在宅サービスに対するニーズは高まっています。 

今後は、誰もが老後も安心して暮らすことができるように、介護サービス等の充実とともに男女共同参画

の視点を持って困難な状況におかれている人への支援に取り組んでいく必要があります。 

 

 
＜「親の世話（介護）」の役割分担＞ 

主に夫 主に妻 夫・妻同程度 その他の家族
該当しない
・わからない

無回答

凡例

女　　性 （ｎ=262）

男　　性 （ｎ=160）

全　　体　（ｎ=422）

性
別

2.1 

1.9 

2.5 

18.7 

19.8 

16.9 

23.5 

22.5 

25.0 

1.4 

0.8 

2.5 

48.6 

50.4 

45.6 

5.7 

4.6 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 

【参考：家庭内の最終決定者（親の介護）H21 年度福岡県調査】 

自分
パートナー
（配偶者）

自分とパートナー
同程度

その他の家族 わからない 不明

凡例

女　　性 （ｎ=2,165）

男　　性 （ｎ=1,709）

全　　体　（N=3,874）

性
別

20.4 

29.1 

9.4 

8.9 

3.1 

16.3 

51.1 

47.8 

55.2 

4.6 

5.3 

3.8 

13.2 

12.4 

14.2 

1.8 

2.4 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
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▽施策の方向 

【Ⅱ-3-① 高齢者・障がい者が安心して暮らせる環境の整備】 

事業名 施策概要 担当課 

介護予防・生活支援施策の充実 

 

高齢男女が生きがいを持って自立した生活

が送れるよう、介護予防及び生活自立につな

がる福祉施策の充実を図ります。 

介護福祉課 

ノーマライゼーションの推進 

 

だれもが社会参加できる地域づくりのため、

社会的性別（ジェンダー）にとらわれないこ

とやバリアフリーを基本にした福祉施策を

推進します。 

介護福祉課 

 

 

【Ⅱ-3-② 配慮を必要とする男女への支援】 

事業名 施策概要 担当課 

配慮を必要とする男女への支援 

 

高齢者や障がい者、外国人、ひとり親世帯、

貧困に苦しむ人など様々な困難を抱える男

女の自立に向け、関係機関との連携を図り、

相談窓口等の情報提供やヘルパーの派遣な

ど支援方法の検討を行います。 

総合窓口課 

介護福祉課 
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主要課題（４）政策・方針決定の場への女性の参画促進 

【現状と課題】 

近年、女性の社会参加は様々な分野に広がりつつありますが、実態はいまだ男性中心の社会であり、組織

や団体における政策・方針決定の場には女性がほとんど参画できていないのが現状です。町民意識調査の結

果をみると、政治の場において男女が平等であると感じている人の割合は 5.3％と少なく、大半は男性が優

遇されていると回答しています。 

男女共同参画社会の実現において、政策決定や社会のあらゆる分野での方針決定の場における女性の参画

拡大はとても重要なことです。今後は、性にかかわらず、持てる能力に応じて社会で活躍する機会を得るた

めにも、能力開発を進め人材活用を拡大する取組が必要です。 

 

 

＜政治の場における男女平等感＞ 

男性の方が
優遇されている

どちらかといえば
男性の方が

優遇されている
平等である

どちらかといえば
女性の方が

優遇されている

女性の方が
優遇されている

わからない 無回答

凡例

女　性 （ｎ=344）

男　性 （ｎ=203）

全　　体　（N=550）

性
別

 　福岡県（H21年度調査）
            　     (N=3,874)

 　全国（H24年度調査）
    　     　     (N=3,033)

44.7 

51.5 

32.5 

34.6 

30.0 

37.3 

33.7 

43.8 

35.6 

44.0 

5.3 

2.9 

9.4 

15.2 

18.6 

0.9 

0.6 

1.5 

1.4 

0.9 

0.5 

0.3 

1.0 

0.2 

0.3 

4.2 

3.8 

4.9 

1.2 

7.1 

7.3 

6.9 

11.7 

6.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

 

＜女性の方針決定の場への参加状況＞ 

うち女性委員
を含む数

うち女性委員
等数

18 13 186 53 28.5 3.0

宇美町 17 9 168 31 18.5 5.7

篠栗町 13 9 116 26 22.4 △ 3.9

志免町 21 19 225 77 34.2 0.2

須恵町 11 7 103 21 20.4 5.3

新宮町 16 12 174 38 21.8 1.5

久山町 8 4 54 17 31.5 0.6

1,692 1,419 20,794 6,051 29.1 1.5

※数値は平成26年4月1日現在

  資料：「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況（平成26年度）」（内閣府）

粕
屋
郡
内
の
他
町

福 岡 県 計

前年度
伸び率

女性
比率
（％）

粕 屋 町

審議会等数 総委員数
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▽施策の方向 

【Ⅱ-4-① 各種審議会委員等への女性の積極的登用】 

事業名 施策概要 担当課 

各種審議会等への女性登用率の

向上 

各種審議会等委員の女性登用率の向上を進

めます。 
全課 

各種審議会等の女性委員のエン

パワーメント支援 

各種審議会の女性委員に対し、学習機会の提

供を行うとともに参加を促進し、エンパワー

メント支援を図ります 

協働のまちづくり課 

 

 

【Ⅱ-4-② 町職員への意識啓発及び女性の採用・登用職域拡大と能力開発の推進】 

事業名 施策概要 担当課 

町職員に対する 

定期的な研修の実施 

町職員に対して男女共同参画に関する研修

を定期的に行い、意識啓発を図ります。 

総務課 

協働のまちづくり課 

両立のための職場理解と制度の

普及促進 

職員のワーク・ライフ・バランスへの理解を

広め、男性の家事・育児・介護参画がしやす

い職場環境を作り、有給取得制度等の普及を

図ります。 

総務課 

女性職員の登用拡大 男女職員が粕屋町の対等な構成員であるこ

とを基本として、女性の職務能力がより発揮

しやすい環境を整備しながら、管理監督者へ

の登用を推進するとともに性別にとらわれ

ない職場配置を行っていきます。 

総務課 

女性職員のリーダーシップの 

養成 

男性と共に、女性もあらゆる分野でけん引役を

担うことができるよう、リーダーシップ養成の

講座・研修会への参加を積極的に促します。 

総務課 
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主要課題（５）地域・防災分野における男女共同参画の推進 

【現状と課題】 

東日本大震災の影響で地域のつながりを大切にする意識が全国的に高まりつつあります。しかし粕屋町は、

福岡市のベッドタウンとして開発が進み人口が急増した結果、地域社会との結びつきの薄い町民が多いと考

えられます。 

町民意識調査の結果をみると、地域活動の団体の長や代表者として選ばれたときの対応は、「引き受ける」

（5.5％）、「どうしてもと頼まれれば引き受ける」（32.0％）を合わせた『引き受ける』は37.5％で、４割程

度にとどまっています。一方、防災や震災対応に女性が参画するために必要なことを尋ねたところ、「備蓄品

について女性や介護者、障がい者の視点を入れる」（58.4％）、「日頃からのコミュニケーション・地域でのつ

ながりを大切にする」（54.0％）など、女性等の視点や地域でのつながりを求める回答が上位を占めています。 

このような傾向をますます促進させるためにも、地域活動や社会団体等の支援、リーダー育成などを行っ

ていく必要があります。 

 

 
＜地域活動の団体の長や代表者として選ばれた場合の対応（再掲）＞ 

引き受ける
どうしてもと頼まれれば

引き受ける
引き受けない 無回答

凡例

女　　性 （ｎ=344）

男　　性 （ｎ=203）

全　　体　（N=550）

性
別

5.5 

2.0 

11.3 

32.0 

27.6 

38.9 

58.7 

66.3 

46.3 

3.8 

4.1 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

 
＜防災や震災対応に女性が参画するために必要なこと＞ 
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54.0 

40.4 40.2 
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▽施策の方向 

【Ⅱ-5-① 地域の活動における男女共同参画の促進】 

事業名 施策概要 担当課 

各種団体等における男女共同参

画の促進 

地域で男女が共に活躍できるよう、各種団体

などに対して、男女共同参画推進に関する啓

発、学習機会の提供に努めます。 

社会教育課 

協働のまちづくり課 

地域活動等役員への女性の参画

の促進 

様々な分野において女性の参画を促進する

とともに、女性団体の育成や活動支援を行い

ます。 

社会教育課 

協働のまちづくり課 

 

 

【Ⅱ-5-② 防災における男女共同参画の促進】 

事業名 施策概要 担当課 

男女共同参画の視点を取り入れ

た災害対策 

災害対策に、男女それぞれの多様な視点や発

想が活かされるよう、自主防災や防火活動の

取組に男女共同参画の視点を取り入れます。 

協働のまちづくり課 

男女共同参画の視点に立った災

害時の対応 

避難所での生活におけるニーズの違いを考

慮し、自主防災組織、避難所運営組織には女

性の参画を推進します。 

協働のまちづくり課 
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基本目標Ⅲ 男女の人権が尊重され、ともに健康で、安心して暮らせる環境づくり 
～配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画～ 

 

主要課題（１）性に関するあらゆる暴力の根絶 

【現状と課題】 

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）やセクハラ（セクシュアル・ハラスメント）は、重大な人権侵害

であり、その被害者の多くは女性です。このため、ＤＶ等に関する正しい認識を深め、新たな価値観に基づ

いた男女のあり方を、個人はもとより社会全体で創り出していくことが、重要な課題となっています。 

町民意識調査の結果をみると、セクシュアル・ハラスメントを受けたり、見聞きしたりした経験者は2割

を超えています。また、セクシュアル・ハラスメントやＤＶをなくすための対策を尋ねたところ、「被害者が

早期に相談できるよう、身近な相談窓口を増やす」（60.7％）と回答する人が最も多く、特にその傾向は女性

に強くみられます。また、この１年間に配偶者等からの暴力を受けた経験があると回答した人がいるにもか

かわらず、暴力を受けたあと「何もしなかった」と回答した人が68.0％を占めています。 

ＤＶについては、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（配偶者暴力防止法）」が 2007

年（平成 19 年）に改正され、市町村の役割強化を目的に市町村におけるＤＶ防止基本計画の策定が努力義務

となりました。 

今後は、相談・支援体制や被害者の救済等、関係機関との連携等を図るとともに、様々な暴力に対する社

会の意識を高めることが重要です。 

 

 

 

＜セクシュアル・ハラスメントを受けたり見聞きした経験＞ 

自分が直接
受けたことがある

セクシュアル・
ハラスメントを
受けた女性を
知っている

セクシュアル・
ハラスメントを
受けた男性を
知っている

自分のまわりでは
そのようなことがない

無回答

凡例

女　　性 （ｎ=344）

男　　性 （ｎ=203）

全　　体　（N=550）

性
別

8.0 

12.2 

0.5 

16.7 

18.3 

14.3 

1.5 

0.9 

2.5 

73.1 

68.6 

80.8 

2.5 

2.0 

3.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%  
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＜セクシュアル・ハラスメントやＤＶをなくすための対策＞ 
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＜この１年間のうち、配偶者・パートナー、恋人に受けたことがある行為（再掲）＞ 

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体

女性

男性

全体(N=550）
女性（n=344）
男性（n=203）

（ア）なぐったり、けったり、物を投げつけたり、突き飛ばしたり
　　  するなどの身体に対する暴行を受けた

（イ）人格を否定するような暴言や交友関係を細かく監視
　　  するなどの精神的な嫌がらせを受けた、あるいは、
　　  自分もしくは自分の家族に危害が加えられるのでは
　　  ないかと恐怖を感じるような脅迫を受けた

（ウ）いやがっているのに性的な行為を強要された
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＜受けた際の相談先＞ 
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＜「かすや地区女性ホットライン＊」の認知率＞ 

知っている

13.3%

知らない

・無回答

86.7%

全体（N=550）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＊かすや地区女性ホットライン 

女性のための電話相談窓口。糟屋郡、古賀市に居住又は就労している女性が対象で、配偶者やパートナーからの暴力、セクシュアル・ハラ

スメント、夫婦・家族、子育て、仕事、人間関係などの相談に応じている。 
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▽施策の方向 

【Ⅲ-1-① ＤＶ未然防止】 

事業名 施策概要 担当課 

ＤＶ防止に向けた啓発の充実 

 

ＤＶ防止講座の開催や啓発資料等の作成、配

布など様々な機会を通じて、ＤＶに対する認

識を深め、防止のための意識啓発を推進しま

す。 

介護福祉課 

協働のまちづくり課 

デートＤＶに関する啓発 デートＤＶ（交際相手からの暴力）について

もＤＶ防止法の対象者に含まれることを周

知、啓発し、とくに若年者に向けた予防教育

を行って認知を広げていきます。 

介護福祉課 

協働のまちづくり課 

学校教育課 

 

 

【Ⅲ-1-② ＤＶ相談体制の構築】 

事業名 施策概要 担当課 

相談窓口等の情報提供 ＤＶ被害者に対する相談窓口を設置し、適切

な情報を提供します。 
介護福祉課 

相談員の資質の向上 

 

被害者の状況に応じた適切な相談対応や助

言ができるよう、研修や勉強会等へ参加し、

相談員の資質の向上を図ります。 

介護福祉課 

総合窓口課 

かすや地区女性ホットラインの

活用 

「かすや地区女性ホットライン」により、暴

力をはじめとするさまざまな悩みに対し電

話相談を行います。 

介護福祉課 

関係機関との連携  

 

庁内連絡会議等により関係各課と連携を行

い、被害者への支援体制の整備や外国人・高

齢者・障がい者に考慮した相談体制の充実を

図ります。また、警察や民生委員等、地域の

関係機関との連携を深め、被害者の早期発見

を図ります。 

介護福祉課 

個人情報保護の徹底 通常業務の中で個人情報の保護について徹

底されるよう、庁舎内において研修を行うな

ど、個人情報保護の体制作りに取り組みま

す。 

全課 

 

 

 

 

＊デートＤＶ  

ＤＶの中でも特に、10代、20代の恋人間で起こる暴力のことを示す造語。（詳細内容は75ページ） 
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【Ⅲ-1-③ 被害者保護、自立支援】 

事業名 施策概要 担当課 

関係機関との連携  

 

被害者支援の施策を推進していくために関

係各課との総合調整を行い、被害者に適切な

支援を行います。 

介護福祉課 

被害者の自立支援 避難後の生活の立て直しについては、既存の

福祉施策を活用して被害者の自立を支援し

ます。また、関係各課との総合調整を行い、

被害者に適切な支援を行います。 

介護福祉課 

 

【Ⅲ-1-④ 性暴力の根絶と被害者の支援】 

事業名 施策概要 担当課 

性犯罪など被害防止に向けた啓

発 

夜間パトロールのような参加型の防犯啓発

など、町民や関係機関と連携して、性犯罪

などの被害防止啓発を進めます。 

協働のまちづくり課 

性暴力被害者への支援 女性の被害者が相談しやすい窓口などの情

報提供を行います。 
介護福祉課 

 

【Ⅲ-1-⑤ セクシュアル・ハラスメントの防止のための啓発】 

事業名 施策概要 担当課 

セクシュアル・ハラスメントの防

止のための啓発 

セクシュアル・ハラスメントを許容しない

意識が醸成されるよう、正しい知識の啓発

を進め、相談窓口などの情報提供を行いま

す。 

総務課 

協働のまちづくり課 
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主要課題（２）生涯を通じた健康支援 

【現状と課題】 

1994年（平成６年）にカイロで行われた国際人口・開発会議で、性と生殖に関する健康と権利（リプロダク

ティブ・ヘルス／ライツ）という概念が提唱され、女性の人権の重要な一つと認識されるようになりました。 

性にかかわらず、健康な生活を送ることはとても大切なことですが、妊娠や出産など、男性とは異なる健

康上の問題に直面する女性にとっては、自分の身体と健康に関する諸問題について、自ら主体的に考え、選

択し、決定する権利が保障されていることが重要です。 

今後は、男女が互いの身体的性差を十分に理解し合い、人権を尊重しつつ、相手に対する思いやりを持っ

て生きていき、それぞれのライフステージ＊に応じた相談窓口の設置や周知を図るとともに、健康診査等の

機会を通じて、心身の健康状態を把握し、関係機関等と連携し、状況に応じた支援を行う必要があります。 

 

▽施策の方向 

【Ⅲ-2-① ライフステージ＊に配慮した男女の健康支援】 

事業名 施策概要 担当課 

主体的に取り組む健康づくり 男女が自らの心身の健康管理に主体的に取り

組み、生涯現役で社会参画できるよう、病気

の予防啓発や対策、食育の推進等に取り組み

ます。 

健康づくり課 

介護福祉課 

 

 

【Ⅲ-2-② リプロダクティブ・ヘルス／ライツに関する理解の促進】 

事業名 施策概要 担当課 

人権を尊重した性に関する情報

の提供と啓発 

思春期教育や性教育に関する情報提供を行

い、若者や子どもたちが、人権を尊重した、

性と身体に関する正確な知識と情報を得られ

るように周知を行います。 

学校教育課 

女性の心身の健康に関する情報

提供・啓発 

産前産後・更年期の健康に関する支援、情報提

供や啓発講座について、女性のあらゆるライフ

ステージにおいて健康とその権利が尊重され

るよう、現状に応じた施策を充実します。 

健康づくり課 

 

 

 

 

 

 

 

＊ライフステージ 

人間の一生におけるそれぞれの段階。（詳細内容は76ページ） 
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第５章 計画の推進 
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第５章 計画の推進 

 

１．条例の制定 

全ての町民が協力し合って男女共同参画社会の形成に関する取組を計画的に推進し、「女性も男性も共

にいきいきと活躍し誰もが輝く活力ある粕屋町を構築する」を実現するために「男女共同参画推進条例」

を制定します。 

 

 

２．推進体制の整備 

（１）庁内推進体制 

男女共同参画の理念は、町のあらゆる行政の基礎に置かれるものであり、その推進に当たっては全庁的

な取組を要します。また、職員一人ひとりが日々の業務の遂行にあたって男女共同参画の視点を持ち、ま

ず、庁内に男女共同参画を実現させることが町民への啓発につながります。計画の推進にあたっては、全

庁的な推進体制を整え、国、県、関係機関との連携を図りながら、総合的、計画的に推進していきます。 

また、地域の自治会や社会教育団体、ボランティア団体、商工会等が、相互の連携、協力しながら地域

社会全体で、男女共同参画社会の実現に向けての取組を進めていきます。 

 

（２）町民と協働した推進体制 

有識者、団体代表、町民からの公募等の委員で構成する粕屋町男女共同参画推進協議会（仮称）を立

ち上げ、粕屋町における男女共同参画社会の実現に向けて、各施策等の進捗状況の点検を行い、必要に

応じて町長に意見を述べます。 

 

 

３．計画の期間 

本計画の期間は、2015年度（平成27年度）から2024年度（平成36年度）までの10年間とします。た

だし、社会情勢の変化等を考慮し、計画の中間年である 2019年度（平成 31年度）に見直しを行います。 
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４．計画の点検・評価 

粕屋町男女共同参画推進協議会（仮称）において本計画の実施状況の把握・点検及び協議をし、推進を

図ります。また、本計画の実施状況等の結果を広報やホームページ等で公表するとともに、本計画の住民

への周知に努めます。 

本計画の期間である 10 年間の目標として、以下の数値目標を設定し、この達成を目指します。なお、

中間期の 5 年後に中間評価を実施します。また、各施策・事業の実施状況については評価と検証を行い、

必要な改善を行いながら、計画の着実な推進を図ります。 

 

＜目標Ⅰ＞ 

成 果 指 標 
現 状 値 

（平成 26年度） 

目 標 値 

（平成 36年度） 

「男女共同参画社会」の認知率 
４８．０％ 

（女性４４．８％） 

７０．０％ 

（女性７０．０％） 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」

という固定的性別役割分担の考え方について 

、反対する人の割合 

５０．３％ ６５．０％ 

 

＜目標Ⅱ＞ 

成 果 指 標 
現 状 値 

（平成 26年度） 

目 標 値 

（平成 36年度） 

「ワーク・ライフ・バランス」の認知率 
３２．０％ 

（女性２８．５％） 

４０.０％ 

（女性 ４０．０ ％） 

「育児、子どものしつけ」の役割分担について

夫と妻と同程度で行っていると答える人の割

合 

２２．５％ ４０．０％ 

各種審議会の女性の参加率 ２８．５％ ５０．０％ 

 

＜目標Ⅲ＞ 

成 果 指 標 
現 状 値 

（平成 26年度） 

目 標 値 

（平成 36年度） 

ＤＶ相談窓口（「かすや地区女性ホットライン」）の 

認知率 

１３．３％ 

（女性１９．５％） 

７０．０％ 

（女性  ７０．０％） 

「暴力を受けた経験のある人のうち相談を 

しなかった人」の割合 
６８．０％ ５０．０％ 

 

 

 

 



 

 

 

資 料 編 
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粕屋町男女共同参画計画 策定経過 

開催日 内容 

平成26年 7月 3日 

■第１回 粕屋町男女共同参画計画策定委員会 

・委嘱書交付 

・『男女共同参画とは？』ミニ講義 

・住民意識調査票（案）の検討 

平成26年 8月 1日～ 

8月 31日 

■粕屋町男女共同参画社会に関する意識調査の実施 

平成26年 10月 10日 

■第２回 粕屋町男女共同参画計画策定委員会 

・粕屋町男女共同参画社会に関する意識調査の速報結果報告 

 

平成 26年 11月 27日 

■第３回 粕屋町男女共同参画計画策定委員会 

・基本理念と基本目標について 

・具体的施策と事業について 

平成26年 12月 26日 

■第４回 粕屋町男女共同参画計画策定委員会 

・各論の構成について 

・各施策分野の内容について 

平成26年 12月 1日～ 

平成27年 1月 17日 

■庁内関係各課ヒアリング 

 

平成27年 1月 29日 

■第５回 粕屋町男女共同参画計画策定委員会 

・計画原案の確認 

平成27年 2月 12日～ 

3月 11日 

■粕屋町男女共同参画計画（原案）に関する町民意見募集の実施 

平成27年 3月 25日 

■第６回 粕屋町男女共同参画計画策定委員会 

・計画書の最終確認 
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粕屋町男女共同参画計画策定委員会設置要綱 

 (平成 26年 3月 25日要綱第9号) 

 

(設置) 

第１条 粕屋町男女共同参画計画を策定するため、粕屋町男女共同参画計画策定委員会 (以下「委員会」という。)を設

置する。  

(所掌事務) 

第２条 委員会は、計画の策定その他計画の策定に関し必要な事項を協議する。  

(組織) 

第３条 委員会は、委員10人以内をもって組織する。  

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。  

(1) 学識経験のある者  

(2) 公募による町民  

(3) 各種団体の代表者等  

(4) その他、町長が適当と認める者  

(任期) 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から当該諮問に係る答申の終了をもって満了とする。ただし、補欠により委嘱された

委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

(委員長) 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。  

２ 委員長は会務を総理し、委員会を代表する。  

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。  

(会議) 

第６条 委員会は、委員長が招集し、議長となる。  

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。  

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

(報酬) 

第７条 委員の報酬については、粕屋町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例(昭和35年粕屋

町条例第3号)に基づくものとする。  

(作業部会) 

第８条 委員会に必要に応じて作業部会を置くことができる。  

２ 作業部会は、委員長が必要と認めるときには、委員以外の者も構成員に加えることができる。  

(庶務) 

第９条 委員会の庶務は、総務部協働のまちづくり課において処理する。  

(委任) 

第 10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。  

附 則  

この要綱は、平成26年 4月 1日から施行する。 
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委員会委員名簿 

  

※敬称略 

  

氏    名 

◎ 喜 多 村 百 合 有識者 

武 藤 桐 子 有識者 

内 野 勝 之 町内団体等 

伴 世 津 子 町内団体等 

古 家 昌 和 町内団体等 

向 野 純 法 町内団体等 

吉 田 恵 子 
町内団体等 

（町内企業） 

麻 田 春 太 公 募 

阿 部 美 也 子 公 募 

山 野 芳 朗 

 ◎は委員長 

一  般  町  民 

一  般  町  民 

粕屋町教育委員会 人権教育啓発担当 

粕屋町行政区長会 

粕屋町婦人会長 

粕屋町子育て応援団 

父親の育児参加チーム 

粕屋町商工会 

西部ガスエネルギー株式会社 総務部  

備  考 役  職  等 

筑紫女学園大学准教授 

NPO法人福岡ジェンダー研究所研究員 
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 男女共同参画社会基本法 

 

（平成十一年六月二十三日法律第七十八号） 

最終改正：平成一一年一二月二二日法律第一六〇号 

（目次） 

 前文 

 第一章 総則（第一条―第十二条）  

 第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条―第二十条）  

 第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条）  

  附則  

 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国

際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、

互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる

男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、

社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共

団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

   第一章 総則 

 

（目的） 

第一条  この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現する

ことの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責

務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男

女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが

でき、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二  積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれ

か一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 

（男女の人権の尊重） 

第三条  男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを

受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、行われなければならない。 
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（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条  男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映

して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条  男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は

民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければなら

ない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条  男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護

その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行う

ことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

 

（国際的協調） 

第七条  男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同

参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

 

（国の責務） 

第八条  国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びそ

の他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（国民の責務） 

第十条  国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画

社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十一条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他

の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第十二条  政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 
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 第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画

社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二  前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必

要な事項 

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけ

ればならない。 

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなけれ

ばならない。 

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条  都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一  都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二  前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるよ

うに努めなければならない。 

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条  国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施する

に当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じ

なければならない。 

 

（苦情の処理等） 

第十七条  国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及

ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画

社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

（調査研究） 

第十八条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共
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同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第十九条  国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換そ

の他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努める

ものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条  国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画

社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとす

る。 

 

 第三章 男女共同参画会議 

 

（設置） 

第二十一条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第二十二条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一  男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

三  前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、

意見を述べること。 

四  政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参

画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述

べること。 

 

（組織） 

第二十三条  会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

 

（議長） 

第二十四条  議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２  議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第二十五条  議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一  内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二  男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２  前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。 

３  第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満であっ

てはならない。 

４  第一項第二号の議員は、非常勤とする。 
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（議員の任期） 

第二十六条  前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２  前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

 

（資料提出の要求等） 

第二十七条  会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は

調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、

必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任） 

第二十八条  この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定

める。 

 

   附 則 抄  

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から施行する。 

 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条  男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

 

（経過措置） 

第三条  前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規定によ

り置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続する

ものとする。 

２  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員である

者は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。この

場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審議

会設置法第四条第二項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とす

る。 

３  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長である

者又は同条第三項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項の

規定により審議会の会長として定められ、又は同条第三項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指

名されたものとみなす。 

 

   附 則 （平成一一年七月一六日法律第一〇二号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

二  附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条並びに第三十条の規定 公布の日 

 

（職員の身分引継ぎ） 

第三条  この法律の施行の際現に従前の総理府、法務省、外務省、大蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、

運輸省、郵政省、労働省、建設省又は自治省（以下この条において「従前の府省」という。）の職員（国家行政組織法
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（昭和二十三年法律第百二十号）第八条の審議会等の会長又は委員長及び委員、中央防災会議の委員、日本工業標準

調査会の会長及び委員並びに これらに類する者として政令で定めるものを除く。）である者は、別に辞令を発せられ

ない限り、同一の勤務条件をもって、この法律の施行後の内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、

厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省若しくは環境省（以下この条において「新府省」という。）又はこ

れに置かれる部局若しくは機関のうち、この法律の施行の際現に当該職員が属する従前の府省又はこれに置かれる部

局若しくは機関の相当の新府省又はこれに置かれる部局若しくは機関として政令で定めるものの相当の職員となるも

のとする。 

 

（別に定める経過措置） 

第三十条  第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定め

る。 

 

   附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条  この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。
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配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律 

 

（平成十三年四月十三日法律第三十一号） 

最終改正：平成二六年四月二三日法律第二八号 

 

（目次） 

 第一章 総則（第一条・第二条）  

 第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三）  

  第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条）  

 第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）  

 第四章 保護命令（第十条―第二十二条）  

 第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）  

 第五章の二 補則（第二十八条の二）  

 第六章 罰則（第二十九条・第三十条）  

 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組

が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必

ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難で

ある女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護

するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会におけ

る取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

   第一章 総則 

 

（定義）  

第一条  この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であ

って生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下こ

の項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を

受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２  この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３  この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」

には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入るこ

とを含むものとする。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適

切な保護を図る責務を有する。 
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   第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

 

（基本方針） 

第二条の二  内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務

大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並び

に次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２  基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の

指針となるべきものを定めるものとする。 

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。 

４  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三  都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２  都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

三  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３  市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村にお

ける配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４  都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

５  主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他

の援助を行うよう努めなければならない。 

 

   第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条  都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談

支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２  市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を

果たすようにするよう努めるものとする。 

３  配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものと

する。 

一  被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二  被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三  被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条及

び第八条の三において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 
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四  被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等につい

て、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

五  第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこと。 

六  被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行う

こと。 

４  前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うも

のとする。 

５  配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

 

（婦人相談員による相談等） 

第四条  婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条  都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

 

   第三章 被害者の保護 

 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条  配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）

を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければなら

ない。 

２  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができる。この場合

において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３  刑法 （明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定

により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有する情報を提

供するよう努めなければならない。 

 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条  配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、

第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必

要な保護を受けることを勧奨するものとする。  

 

（警察官による被害の防止） 

第八条  警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法 （昭和二十九年法律第百

六十二号）、警察官職務執行法 （昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、

被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければな

らない。 

 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二  警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面については、方面本

部長。第十五条第三項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力に
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よる被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの

暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示

その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三  社会福祉法 （昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」

という。）は、生活保護法 （昭和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）、母子

及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を

支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条  配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関

は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら協力するよう努め

るものとする。 

 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二  前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、

適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

 

   第四章 保護命令 

 

（保護命令） 

第十条  被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨

を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者

からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体

に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった

者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対す

る脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受

けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受

ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者

からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に

対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申立ての時において被

害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一  命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。

以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他そ

の通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二  命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去すること及び当該

住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２  前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申

立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日

以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に

掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるものとする。 
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一  面会を要求すること。 

二  その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三  著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四  電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用い

て送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五  緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信

し、又は電子メールを送信すること。 

六  汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置く

こと。 

七  その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八  その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、図

画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３  第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項

第三号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動

を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため必要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該

子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の

場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近をは

いかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に

限る。 

４  第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有する

者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号

において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があるこ

とから被害者がその親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認める

ときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は

身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命

令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠とし

ている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族

等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。 

５  前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等

が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、することが

できる。 

 

（管轄裁判所） 

第十一条  前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が

知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２  前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一  申立人の住所又は居所の所在地 

二  当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 
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（保護命令の申立て） 

第十二条  第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項

を記載した書面でしなければならない。 

一  配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二  配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身

体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における

事情 

三  第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に関して配偶者と

面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時にお

ける事情 

四  第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会する

ことを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情 

五  配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若しく

は保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２  前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書に

は、同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法 （明治四十一年法律

第五十三号）第五十八条ノ二第一項 の認証を受けたものを添付しなければならない。 

 

（迅速な裁判） 

第十三条  裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条  保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを発することがで

きない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは、こ

の限りでない。 

２  申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談

支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対し

て執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援セン

ター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３  裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人か

ら相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関

して更に説明を求めることができる。 

 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条  保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定を

する場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２  保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによ

って、その効力を生ずる。 

３  保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視
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総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４  保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保

護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があ

るときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者

暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、

申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長

に通知するものとする。 

５  保護命令は、執行力を有しない。 

 

（即時抗告） 

第十六条  保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２  前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３  即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることにつき疎明があっ

たときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の

停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４  前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項から第四

項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。 

５  前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６  抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合において、同条第二項から第四項までの規定に

よる命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７  前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止

を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通

知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８  前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。 

 

（保護命令の取消し） 

第十七条  保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取

り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっては同号の規定に

よる命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては

当該命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁

判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２  前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消

す場合について準用する。 

３  第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。 

 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条  第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体

に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあったとき

は、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのでき

ない事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完

了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限

り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ず

ると認めるときは、当該命令を発しないことができる。 



 

－63－ 

２  前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げ

る事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中

「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第

二項中「同項第一号から第四号までに掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条

第一項本文の事情」とする。 

 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条  保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正

本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあっ

ては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保

護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条  法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行う

ことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二

条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。 

 

（民事訴訟法 の準用） 

第二十一条  この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、

民事訴訟法 （平成八年法律第百九号）の規定を準用する。 

 

（最高裁判所規則） 

第二十二条  この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

 

   第五章 雑則 

 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条  配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」

という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障

害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならな

い。 

２  国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるため

に必要な研修及び啓発を行うものとする。 

 

（教育及び啓発） 

第二十四条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努め

るものとする。 

 

（調査研究の推進等） 

第二十五条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための

指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材

の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に

対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 
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（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条  都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

一  第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を除

く。） 

二  第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定める基

準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

三  第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

四  第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場合を

含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２  市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。 

 

（国の負担及び補助） 

第二十八条  国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号

及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担するものとする。 

２  国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補助することができる。 

一  都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二  市が前条第二項の規定により支弁した費用 

   第五章の二 補則 

 

（この法律の準用） 

第二十八条の二  第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生

活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体

に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した

場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関

係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に規定する関係にある相

手からの暴力を受けた者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者であった者 同条に規定する関係にある相手又は同条に規定

する関係にある相手であった者 

第十条第一項から第四項まで、第十一

条第二項第二号、第十二条第一項第一

号から第四号まで及び第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はその婚姻が取り

消された場合 

第二十八条の二に規定する関係を解消した場合 

 

 第六章 罰則 

 

第二十九条  保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第四項までの規定によるものを含む。次条

において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条  第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の二にお

いて読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二において準用する第十八条第二項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした
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者は、十万円以下の過料に処する。 

 

   附 則 抄  

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相

談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七

条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条  平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又

は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第

四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」と

あるのは、「婦人相談所」とする。 

 

（検討）  

第三条  この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

   附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号）  

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次

項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、

なお従前の例による。 

２  旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃

であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律

の施行後最初にされるものに限る。）があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二

月」とあるのは、「二週間」とする。 

 

（検討） 

第三条  新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、

その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

   附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第

十条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 
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   附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号） 抄  

 

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄  

 

（施行期日） 

第一条  この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一  第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一項の改正規定並びに附則第四条第一項及び第二項、第十四条並

びに第十九条の規定 公布の日 

二  第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二十六年

十月一日 

 

（政令への委任） 

第十九条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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粕屋町のデータ 

１．人口・世帯数 

（１）年齢３区分別にみた人口構成 

＜年齢 3 区分別人口構成の推移＞ 

福岡県 全　国

29,697 31,504 34,811 37,685 41,997 5,071,968 128,057,352

Ａ．年少人口
 （０～14歳）

6,302 5,834 5,871 6,360 7,572 684,124 16,803,444

Ｂ．生産年齢人口
 （15～64歳）

20,690 22,241 24,777 26,283 28,007 3,227,932 81,031,800

Ｃ．老年人口
 （65歳以上）

2,665 3,372 4,146 5,032 6,190 1,123,376 29,245,685

老年化指数
 （C/Ａ×100）

42.3 57.8 70.6 79.1 81.7 164.2 174.0

老年人口指数
 （C/Ｂ×100）

12.9 15.2 16.7 19.1 22.1 34.8 36.1

年少人口指数
 （A/B×100）

30.5 26.2 23.7 24.2 27.0 21.2 20.7

従属人口指数
 （(A+C)／B×100）

43.3 41.4 40.4 43.3 49.1 56.0 56.8

注）総人口は年齢不詳を含む 資料）各年国勢調査

（平成22年）
平成７年 平成12年 平成22年

人
口
構
造
指
数

平成２年

総  人  口

年
齢
構
成

平成17年（単位：人、指数）

42.3 

57.8 

70.6 

79.1 
81.7 

12.9 15.2 16.7 19.1 
22.1 

30.5 

26.2 
23.7 24.2 

27.0 

43.3 
41.4 40.4 

43.3 
49.1 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

老年化指数

従属人口指数

老年人口指数

年少人口指数

（指数）

 

 

※従属人口指数…年少人口及び老年人口が生産年齢人口に対して占める比率。働き手である生産年齢人口 100 人が年少者と高齢

者を何人支えているかを示す指標となります。 

※老年化指数……老年人口が年少人口に対して占める比率。老年人口が総人口に対して占める高齢化率よりも、人口の高齢化の程

度をより敏感に示す指標となります。 

※老年人口指数…老年人口が生産年齢人口に対して占める比率。働き手である生産年齢人口 100 人が高齢者を何人支えているかを

示す指標となります。 

※年少人口指数…年少人口が生産年齢人口に対して占める比率。人口の若年化の程度を示す指標となります。 

※ 
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（２）世帯数・世帯人員の推移 

＜世帯数・世帯人員の推移＞ 

（単位：人、世帯） 平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

総 人 口 29,697 31,504 34,811 37,685 41,997

総 世 帯 数 9,324 10,540 12,639 14,114 16,232

世 帯 人 員 3.19 2.99 2.75 2.67 2.59

総 人 口 4,811,050 4,933,393 5,015,699 5,049,908 5,071,968

総 世 帯 数 1,639,213 1,782,911 1,917,721 2,009,911 2,110,468

世 帯 人 員 2.93 2.77 2.62 2.51 2.40

注）世帯人員＝総人口÷総世帯数 資料）各年国勢調査

福
岡
県

粕
屋
町

29,697 31,504 
34,811 

37,685 
41,997 

9,324 10,540 12,639 14,114 16,232 

3.19 2.99 
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0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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総人口 総世帯数 世帯人員
（人口、世帯数） （世帯人員）

 

 

（３）世帯人員別一般世帯数の推移 

＜世帯人員別一般世帯数の推移＞

平成２年

平成７年

平成12年

平成17年

平成22年

福岡県（平成22年）

実数
（世帯）

指数
実数

（世帯）
指数

実数
（世帯）

指数
実数

（世帯）
指数

実数
（世帯）

指数

一般世帯 総数 9,292 1.00 10,493 1.13 12,620 1.36 14,098 1.52 16,220 1.75

１ 人 1,721 1.00 2,267 1.32 3,214 1.87 3,601 2.09 4,356 2.53

２ 人 1,806 1.00 2,258 1.25 3,019 1.67 3,616 2.00 4,298 2.38

３ 人 1,713 1.00 2,076 1.21 2,551 1.49 3,012 1.76 3,399 1.98

４ 人 2,292 1.00 2,235 0.98 2,361 1.03 2,498 1.09 2,827 1.23

５ 人 1,058 1.00 1,023 0.97 908 0.86 876 0.83 921 0.87

６ 人 470 1.00 410 0.87 358 0.76 339 0.72 296 0.63

７ 人 以 上 232 1.00 224 0.97 209 0.90 156 0.67 123 0.53

一般世帯 総数 1,623,805 1.00 1,774,183 1.09 1,906,862 1.17 1,984,662 1.22 2,106,654 1.30

１ 人 393,846 1.00 490,053 1.24 576,717 1.46 630,031 1.60 736,339 1.87

２ 人 355,506 1.00 417,544 1.17 478,630 1.35 521,351 1.47 563,201 1.58

３ 人 292,510 1.00 319,928 1.09 345,328 1.18 361,459 1.24 370,069 1.27

４ 人 336,833 1.00 320,658 0.95 308,072 0.91 300,131 0.89 287,110 0.85

５ 人 147,458 1.00 137,996 0.94 124,572 0.84 110,986 0.75 100,365 0.68

６ 人 62,989 1.00 57,014 0.91 48,236 0.77 40,162 0.64 33,277 0.53

７ 人 以 上 34,663 1.00 30,990 0.89 25,327 0.73 20,542 0.59 16,293 0.47

資料）各年国勢調査

福
岡
県
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粕
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町

平成２年 平成17年平成12年平成７年
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21.0 
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４人
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５人
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6.2 
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4.8 

６人
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3.9 
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2.4 

1.8 

1.6 
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2．家庭・地域環境 

（１）出生数と死亡数の推移 

＜出生数と死亡数の推移＞ 

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

出生数 618 679 708 705 743 756

 出生率 16.2 17.4 17.7 17.2 17.8 17.9

死亡数 230 224 252 222 271 276

 死亡率 6.03 5.75 6.29 5.40 6.50 6.55

出生数 45,304 46,393 46,695 46,084 46,818 46,818

 出生率 9.0 9.2 9.3 9.2 9.4 9.4

死亡数 43,270 43,919 45,134 44,879 46,996 46,996

死亡率 8.63 8.75 8.99 8.94 9.42 9.42

資料：「各年統計年報」（福岡県）
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9.42 9.42 

618 
679 708 705 

743 756 

230 224 252 222 
271 276 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

0

500

1000

1500

2000

出生数 死亡数

粕屋町出生率 粕屋町死亡率

福岡県出生率 福岡県死亡率 （人口千対）（人）

 
※出生率…一定期間の出生数の人口に対する割合。人口 1,000 人当たりの年間の出生児数の割合。 

※死亡率…一定期間の死亡数の人口に対する割合。人口 1,000 人当たりの年間の死亡者数の割合。 

 

（２）婚姻件数と離婚件数の推移 

＜婚姻件数と離婚件数の推移＞ 

（単位：件） 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

婚 姻 360 405 429 398 378 326

離 婚 116 118 117 119 116 106

婚 姻 30,006 29,486 30,017 29,419 29,247 28,008

離 婚 11,291 11,115 11,037 11,121 10,952 10,653

資料：「各年統計年報」（福岡県）
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（３）年齢階級別未婚率の推移 

＜年齢階級別未婚率の推移＞ 

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

　

77.7 

33.5 

12.7 

6.2 

5.6 

4.5 

3.2 

82.4 

41.5 

22.8 

11.3 

7.6 

5.4 

4.8 

83.6 

43.9 

23.7 

17.4 

14.8 

10.7 

7.5 

020406080100
（％）

＜女 性＞

87.0 

58.2 

29.9 

16.8 

11.9 

5.3 

3.7 

87.6 

57.6 

37.6 

21.6 
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9.2 

86.5 
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30.4 

26.8 

23.5 

20.3 

16.9 
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（％）

＜男 性＞

資料：各年国勢調査

【粕屋町】
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資料：各年国勢調査

【福岡県】

 

 

（４）ひとり親世帯数の推移 

＜ひとり親世帯数の推移＞ 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

母子世帯数 206 188 231 253 296

一般世帯数に対する割合 2.22 1.79 1.83 1.79 1.82

父子世帯数 28 25 31 41 53

一般世帯数に対する割合 0.30 0.24 0.25 0.29 0.33

母子世帯数 31,175 29,998 34,074 38,806 39,386

一般世帯数に対する割合 1.92 1.69 1.79 1.96 1.87

父子世帯数 4,628 4,152 3,972 3,957 3,643

一般世帯数に対する割合 0.29 0.23 0.21 0.20 0.17

資料：各年国勢調査
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（５）高齢化率の推移 

＜高齢化率の推移＞ 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

9.0 10.7 11.9 13.4 14.7

女 性 10.8 12.6 13.8 15.4 16.5

男 性 7.1 8.8 10.0 11.3 13.0

12.4 14.8 17.4 19.8 22.1

女 性 14.5 17.0 19.8 22.5 25.0

男 性 10.2 12.3 14.6 16.7 19.0

資料）各年国勢調査
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※高齢化率…高齢者人口（65 歳以上の人口）の割合で、65 歳以上人口を総人口で除した数値 

 

（６）高齢者人口の構造 

＜高齢者人口の構造＞ 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

2,665 3,372 4,146 5,032 6,190

女 性 計 1,619 2,001 2,408 2,920 3,511

65 ～ 74 歳 1,000 1,169 1,360 1,606 1,888

75 歳 以 上 619 832 1,048 1,314 1,623

75 歳 以 上 比 率 38.2％ 41.6％ 43.5％ 45.0％ 46.2％ 

男 性 計 1,046 1,371 1,738 2,112 2,679

65 ～ 74 歳 673 927 1,177 1,360 1,688

75 歳 以 上 373 444 561 752 991

75 歳 以 上 比 率 35.7％ 32.4％ 32.3％ 35.6％ 37.0％ 

597,869 728,574 870,290 997,798 1,123,376

女 性 計 363,637 439,140 520,923 596,896 668,682

65 ～ 74 歳 208,507 249,347 281,436 297,866 313,006

75 歳 以 上 155,130 189,793 239,487 299,030 355,676

75 歳 以 上 比 率 42.7％ 43.2％ 46.0％ 50.1％ 53.2％ 

男 性 計 234,232 289,434 349,367 400,902 454,694

65 ～ 74 歳 146,299 189,945 224,642 237,992 257,465

75 歳 以 上 87,933 99,489 124,725 162,910 197,229

75 歳 以 上 比 率 37.5％ 34.4％ 35.7％ 40.6％ 43.4％ 

資料）各年国勢調査

（単位：人）
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（７）65歳以上の就業数 

＜65 歳以上の就業数＞ 

平成２年 平成７年 平成12年 平成17年 平成22年

475 674 736 964 1,221

女 性 計 160 222 257 327 448

65 ～ 74 歳 140 195 218 262 362

75 歳 以 上 20 27 39 65 86

男 性 計 315 452 479 637 773

65 ～ 74 歳 260 385 409 514 639

75 歳 以 上 55 67 70 123 134

103,460 139,018 149,204 167,829 192,349

女 性 計 37,699 49,257 55,469 64,766 77,155

65 ～ 74 歳 31,715 41,211 44,782 51,174 60,398

75 歳 以 上 5,984 8,046 10,687 13,592 16,757

男 性 計 65,761 89,761 93,735 103,063 115,194

65 ～ 74 歳 53,250 74,757 76,431 81,303 90,544

75 歳 以 上 12,511 15,004 17,304 21,760 24,650

資料）各年国勢調査

（単位：人）
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用語解説 

 

≪あ行≫ 
 

◇Ｍ字カーブ 

日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、30歳代を谷とし、20歳代後半と40

歳代後半が山になるアルファベットのＭ字型を描き、日本の女性は子育てをしながら働き続ける

ことが難しい状況をいう。これは、結婚や出産を機に労働市場から退出する女性が多く、子育て

が一段落すると再び労働市場に参入するという特徴があるためである。なお、国際的にみると、

アメリカやスウェーデン等の欧米諸国では、子育て期における就業率の低下はみられない。 

 

◇育児・介護休業法 

1991年（平成３年）に成立した育児休業法が、1995年（平成7年）に育児・介護休業法として

改正された。男女の労働者に対し、満１歳未満の子の養育のための休業や、常時介護を必要とす

る親族の介護のための３か月未満の休業を認めている。2009年（平成21年）の改正で、短時間

勤務制度や父親も子育てができる働き方の実現などが盛り込まれた。 

 

◇エンパワーメント 

文化的、社会的、政治的、経済的状況によって、本来もっている能力や個性が発揮されずにい

る人に対し、周囲の環境を整えて力を引き出せるようにすること。北京会議以降、女性が、自ら

の意識を高め、経済的のみならず、政治的、社会的な意思決定の場で自己決定できる力を発揮す

ることは重要であるとされ、「力を持つこと」と訳されて広がった。 

 

≪か行≫ 

 

◇かすや地区女性ホットライン 

女性のための電話相談窓口。糟屋郡、古賀市に居住又は就労している女性が対象で、配偶者や

パートナーからの暴力、セクシュアル・ハラスメント、夫婦・家族、子育て、仕事、人間関係な

どの相談に応じている。 
 

◇固定的性別役割分担意識 

「男だから、女だから」という性別を根拠に役割を固定的に分けること。例えば「男は仕事、

女は家庭」、「男性は主要な業務、女性は補助的な業務」などがあげられる。 

 

◇雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

(男女雇用機会均等法) 

募集・採用から定年・退職・解雇に至るあらゆる段階で女性差別を禁止した法律。国連の女性

差別撤廃条約の批准に際して整備すべき国内法の１つとして制定された。しかし「パート・女子

のみ」などの募集・採用、配置・昇進という部分の均等待遇は事業主の努力義務にとどまるなど

の限界があった。1997年（平成９年）には、差別禁止規定、職場のセクハラ防止や積極的格差是

正（ポジティブ・アクション）の促進を盛り込む改正が、2006年（平成18年）には、差別の禁

止範囲を男女双方に拡大し、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等を盛り込む改正が

行われた。 
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≪さ行≫ 
 

◇ジェンダー（社会的性別） 

生まれついての生物学的性別（セックス／sex）に対して、社会通念や慣習の中では、社会によ

って作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別を「ジェンダー／

gender（社会的性別）」という。「ジェンダー（社会的性別）の視点」とは、「ジェンダー（社会的

性別）」が性差別、性別による固定的役割分担、偏見等につながっている場合もあり、これらが社

会的に作られたものであることを意識していこうという視点。 

 

◇女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女性差別撤廃条約） 

性別役割分業を女性差別の根幹とし、私的領域を含むあらゆる分野の女性差別を解消すること

を目的として、1979年に国連総会で採択された国際条約。歴史的に蓄積された女性の不利益な状

況を遅滞なく解消するために、ポジティブアクション（暫定的差別是正措置）は差別ではないと

している。批准国は批准の翌年とその後４年毎に女子差別撤廃委員会（CEDAW）に報告書を提出す

る義務を負う。日本政府は現在、第６次報告書を提出し、それに対して、民法における男女で違

う婚姻年齢、夫婦同姓、女性のみ再婚禁止期間など条約違反規定の改正を求めた勧告や意見が公

表されている。 

 

◇セクシュアル・ハラスメント（sexual  harassment：セクハラ） 

性差別によって職場や学校で起きる性的ないやがらせを指す。相手が望まない性的な言動であ

り、身体に不必要に触れたり、性関係を迫ったり、性的なうわさを広めたり、多くの人の目に触

れる場所にわいせつな写真を掲示することなどが含まれる。 

 

◇セーフティネット 

安全網と訳される。事故や災害などの予期せぬ不幸な出来事に遭遇した場合や、定年退職のよ

うにあらかじめ予想される事柄に備え、用意された制度などをいう。セーフティネット整備の目

的は、被害を回避したり、被害を最小限に抑えることである。その概念は強制加入の社会保険制

度や個人の責任で加入する各種生命保険や損害保険、公的・私的年金制度、雇用保険制度など広

範囲にわたり適用される。 

 

≪た行≫ 
 

◇ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

日本の法令等で明確に定義された言葉ではないが、一般的に配偶者（パートナー）や恋人など

親密な関係にある又は過去に親密な関係にあった者からの身体的、心理的、性的暴力を示す。 

 

◇男女共同参画社会 

男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的

及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」（男女共同参画社会基本

法第２条)と定義され、男女共同参画社会の形成は男女の人権が尊重されることを旨としている。 
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◇デートＤＶ 

ＤＶの中でも特に、10代、20代の恋人間で起こる暴力のことを示す造語。婚姻関係がある配偶

者間のＤＶと同じ支配・隷属の構図を持つ。恋愛関係にあるため暴力で支配されると別れること

が困難になる。交際関係であるため周囲の理解や支援も得にくい。また、婚姻関係にないために

「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律」が適用できない。 

 

≪は行≫ 

 

◇配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法） 

配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図ることを目的とする法律。「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚

姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含む。被害者が男

性の場合もこの法律の対象となるが、被害者は、多くの場合女性であることから、女性被害者に

配慮した内容の前文が置かれている。 
 

◇パワー・ハラスメント（パワハラ） 

職権などの権力を背景にして、本来の業務の範囲を超えて、継続的に人格と尊厳を侵害する言

動を行い、就業者の働く環境を悪化させ、あるいは雇用不安を与えること。 

 

◇福岡県子育て応援宣言企業登録制度 

福岡県が、「男性も女性も子育てがしやすい職場づくり」を目指して推進している制度のこと。

男女従業員の子育てを支援するための具体的取組を企業・事業所のトップが宣言し、県が登録す

る。制度の新たな整備に限らず、現在の制度をきちんと活用できるような仕組みづくりや職場の

雰囲気づくり等、子育て応援につながる取組等も宣言のできる対象となっている。 

 

◇ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

固定的な男女の役割分担の過去の経緯から、「女性議員が少ない」「営業職に女性はほとんどい

ない」「課長以上の管理職は男性が大半を占めている」等の差が男女労働者の間に生じている場合、

このような差を解消しようと、国、地方公共団体、企業、教育研究機関などが行なう自主的かつ

積極的な取組をいう。 

 

≪ま行≫ 

 

◇メンタルヘルス 

「心（精神）の健康」と一般的に解釈されている。ＩＬＯ（国際労働機関）によるメンタルへ

ルスの定義では、「心に病気がない状態とみるべきではなく、困難に対処し生活を上手にコントロ

ールして、人生のより高い目標にチャレンジできる状態であり、課題を達成できることで充実感

を感じられる状態であり、精神機能をうまく発揮することによって、様々な人間活動を生産的に

し、他人との関係を維持し、環境の変化に適応し、逆境に対処できる状態」としている。 
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≪ら行≫ 
 

◇ライフステージ 

成長・成熟の度合いに応じた人生の移り変わりの段階をいう。一般的には、乳児期、幼児期、

児童期、思春期、成人期、壮年期、老年期などがある。 

 

◇リプロダクティブ・へルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 

万人が保障されるべき性と生殖に関する健康と権利。1994年の国際人口・開発会議において採

択されたカイロ行動計画に取り入れられ、現在は個人、特に女性の人権の１つとして認識される

にいたっている。その中心課題には、身体的、精神的、社会的に良好な状態で、安全で満足な性

生活を営めること、子どもを産むか産まないか、産むとすればいつ、何人、どれくらいの間隔で

産むかを決定する自由、安全な妊娠・出産ができること、子どもが望まれて健康に生まれ育つこ

と等が含まれている。 

 

≪わ行≫ 
 

◇ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活の調和。仕事と家庭生活や地域活動、趣味などの私生活を調和させ、その両方を充

実させることで、相乗効果を高めようとする考え方やそのための取組のこと。それぞれのライフ

スタイルやライフステージに合わせて働き方を柔軟に選べるよう、働き方を見直すことを含む。 
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